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はじめに 

 
本技術ガイダンス（NITE 案）は、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（以

下、「化審法」という。）における優先評価化学物質の標準的なリスク評価の手法に関し、

独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）が化審法を所管する厚生労働省、経済産業

省、環境省（以下、「3 省」という。）に提案している文書である。 
化審法では、リスクが十分に低いとは判断できない物質を、3 省が優先評価化学物質に

指定し、そのリスク評価を行う。このリスク評価の手法は、平成 23 年度に 3 省の合同審

議会において審議され、意見募集を経て公開された。この手法に関する資料の１つである

「化審法に基づく優先評価化学物質のリスク評価の基本的な考え方」では、「科学的根拠

や国際的動向を踏まえて構築し、透明性を担保するために技術ガイダンスとして公開する

こととする。」と記載されている。 
NITE は、経済産業省からの「独立行政法人製品評価技術基盤機構に対する第三期中期

目標」に対し、それを達成するための第三期中期計画及び年度計画の中で、化審法のリス

ク評価手法に関する技術ガイダンスの作成を支援することになっている。そのため、独自

に技術ガイダンス案を順次作成（ただし、手法の中には NITE が技術ガイダンス案を作成

しない部分も含まれる）し、3 省に提案している。これは過去に以下の経済産業省の委託

調査を NITE が受託し、リスク評価手法を検討してきた経験がベースになっている。 
 

 平成 18 年度環境対応技術開発等（化学物質の有害性評価･リスク評価のための基盤情報

の整備及び評価スキームの確立） 
 平成 19 年度環境対応技術開発等（化審法における監視化学物質のリスク評価スキーム

に関する調査） 
 平成 20 年度環境対応技術開発等（化審法における監視化学物質のリスク評価スキーム

に関する調査） 
 平成 21 年度環境対応技術開発等（改正化審法における化学物質のリスク評価スキーム

に関する調査） 

 
なお、本技術ガイダンス（NITE 案）は、上記のような状況で作成しており、まだ未作

成部分があるほか、更なる検討等により変更される可能性がある。また、今後の 3 省にお

ける運用上の扱いに関する検討や技術的な知見の蓄積等により、順次、修正が行われる予

定である。 
 

平成 26 年 3 月 
 

独立行政法人 製品評価技術基盤機構 
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VI. 暴露評価～用途等に応じた暴露シナリオ～ 1 

VI.1 はじめに 2 

VI.1.1 本章の位置づけ 3 

本章では、優先評価化学物質のリスク評価における暴露評価のうち、「用途等に応じた暴4 
露シナリオ」について記載する。リスク評価スキーム全体における本章で扱う部分を図表 5 
VI-1 に示す。 6 

 7 
図表 VI-1 リスク評価スキームにおける本章で扱う部分 8 

 9 
「用途等に応じた暴露シナリオ」の目的は、排出源ごとの暴露シナリオのみでは環境へ10 

の主要な排出に係る暴露をカバーできない用途等に関し、評価の準備（Ⅰ章）で得られた11 
物理化学的性状と排出量推計（Ⅳ章）で求めた排出量を用いてシナリオ別に暴露量を推計12 
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することである。 1 
暴露評価Ⅰで推計したシナリオ別の暴露量は有害性評価Ⅰで導いた有害性評価値（Ⅱ章、2 

Ⅳ章）とともに用いられ、リスク推計Ⅰが行われる。同様に、評価段階に応じたシナリオ3 
別の暴露量によって、各段階のリスク推計が行われ、評価結果のとりまとめが行われる。1 4 

 5 

VI.1.2 用途等に応じた暴露シナリオの概要と他の章との関係 6 

排出源から排出された化学物質に人や生活環境動植物が暴露するまでの一連の仮定であ7 
る暴露シナリオは、図表 VI-2 に示すように対応する用途ごとに複数設定している。正確に8 
は詳細用途に応じて設定しているが、図表 VI-2 には概要を示すため用途分類を記載してい9 
る。対応する詳細用途は本章の各節を参照のこと。 10 

 11 
図表 VI-2 用途等に応じた暴露シナリオの種類と概要 12 

※1：「○」は対象とするの意 13 
※2：前段階でリスクが懸念される場合に実施 14 
                                                   
1 ただし、例外もあり、船底塗料用・漁網用防汚剤シナリオの評価Ⅰと地下水汚染の可能性

シナリオでは暴露量の推計やリスク推計を行わず1、物質間の相対的な順位付け等が目的

となる（VI.4、VI.5 参照）。 

暴露シナリオ名 対応する用途分類 

対象とするライフサイクル
ステージ 

評価を行う 
段階 

製
造 

調
合 

工
業
的
使
用 

家
庭
用
・
業
務
用

で
の
使
用 

長
期
使
用
製
品
の

使
用 

評
価Ⅰ

 

評
価Ⅱ

 

評
価Ⅲ

 

用
途
等
に
応
じ
た
暴
露
シ
ナ
リ
オ 

水系の 
非点源シナリオ 

• #13 水系洗浄剤 2《家
庭用･業務用の用途》 

• #14ワックス 
• #20 殺生物剤 3《家庭
用･業務用の用途》 

• #22芳香剤、消臭剤 
• #47燃料、燃料添加剤 

   ○  ○ 
※
2 

※
2 

大気系の 
非点源シナリオ 

• #13 水系洗浄剤 2《家
庭用･業務用の用途》 

• #14ワックス 
• #20 殺生物剤 3《家庭
用･業務用の用途》 

• #22芳香剤、消臭剤 
• #47燃料、燃料添加剤 

   ○  ○ 
※
2 

※
2 

船底塗料用・ 
漁網用防汚剤 

シナリオ 

• #17 船底塗料用防汚
剤、漁網用防汚剤 

    ○ ○ ○ 
※
2 

地下水汚染の可
能性シナリオ 

• #04金属洗浄用溶剤 
• #05 ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ洗浄用溶
剤(他にも対応する用
途あり。詳細は VI.5
参照) 

  ○ ○   ○ 
※
2 
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 1 
基本となる暴露シナリオは、すべての用途に関して評価Ⅰから必ず実施し、製造から工2 

業的使用までの 3 つのライフサイクルステージをカバーする「排出源ごとの暴露シナリオ」3 
である。排出源ごとの暴露シナリオでカバーしていないライフサイクルステージ（家庭用・4 
業務用での使用段階と長期使用製品の使用段階）での排出が主となる用途に関しては、「用5 
途等に応じた暴露シナリオ」を追加し補足することとしている。 6 
「排出源ごとの暴露シナリオ」は、サプライチェーンの川上及び川中にあたる事業所で7 

の製造、調合等に伴う排出（以下、「点源」という）を対象とし、それら点源である排出源8 
周辺に着目したシナリオである。 9 
「用途等に応じた暴露シナリオ」のうち、「水系の非点源シナリオ」、「大気系の非点源シ10 

ナリオ」、「船底塗料用・漁網用防汚剤シナリオ」では、最終製品での排出が化学物質のラ11 
イフサイクル全体での排出量の大半を占めることが想定される特定の用途に着目している。12 
これらは、排出が主となるライフサイクルステージに着目したシナリオである1。 13 
「地下水汚染の可能性シナリオ」は、土壌へ排出され、そこから地下水汚染につながる14 

可能性がある用途に着目したシナリオである。 15 
以上のように、製造数量等の届出における用途に応じて暴露シナリオが設定されるよう16 

になっている。 17 
以降では、「用途等に応じた暴露シナリオ」をシナリオ別に各節にて説明する。 18 
なお、環境中濃度や人の摂取量を推計する数理モデルについて、「排出源ごとの暴露シナ19 

リオ」で用いたものを「用途等に応じた暴露シナリオ」でも使うことがあり、本文中でも20 
適宜引用するが、その数理モデルの詳細はⅤ章に記載しているのでそちらを参照されたい。 21 

22 

                                                   
1 例えば、ある優先評価化学物質に水系の非点源シナリオの対象となる水系洗浄剤《家庭

用･業務用の用途》の用途があった場合、当該用途の製造段階と調合段階の排出に関して

は「排出源ごとの暴露シナリオ」で評価され、家庭用・業務用での使用段階の排出に関し

ては「水系の非点源シナリオ」で評価される。なお、当該用途に関しては、工業的使用段

階での使用は想定しておらず、排出係数を設定していない。 
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 1 

VI.2 水系の非点源シナリオ 2 

VI.2.1 水系の非点源シナリオの暴露評価Ⅰ 3 

ここでは水系の非点源シナリオについて適用範囲、暴露シナリオ、暴露集団、排出量推4 
計、環境中濃度の推計と人の摂取量推計等について順に説明する。 5 

本項の詳細は付属資料 VI.6.2 を参照されたい。 6 
 7 

VI.2.1.1  水系の非点源シナリオの適用範囲 8 

本シナリオを適用するか否かは製造数量等の届出情報から得られる詳細用途から判別す9 
る。該当する詳細用途は「家庭用・業務用での使用段階」のライフサイクルステージでの10 
使用が想定されるものとなる。具体的には排出係数一覧表（Ⅳ章を参照）のうち、「家庭用・11 
業務用での使用段階」で排出係数が設定1されている図表 VI-3 の詳細用途が対象となる。 12 

 13 
図表 VI-3 水系の非点源シナリオの対象となる詳細用途 14 

用途 
番号(#) 

用途分類 詳細用途 
番号 

詳細用途分類 

13 水系洗浄剤 2《家
庭用・業務用の用
途》 

a 石鹸、洗剤、ウインドウォシャー液（界面活性剤） 
b 柔軟剤（界面活性剤） 
c 無機アルカリ、有機アルカリ、無機酸、有機酸、

漂白剤 
d ビルダー（キレート剤、再付着防止剤等）、添加

（補助）剤（酵素、蛍光増白剤、紫外線吸収剤等） 
z その他 

14 ワックス（床用、
自動車用、皮革用
等） 

a ワックス 
b 乳化剤、分散剤 
z その他 

20 殺生物剤 3 
《家庭用・業務用
の用途》 

a 不快害虫用殺虫剤（害虫駆除剤、昆虫誘引剤、共
力剤） 

 b※ 繊維用・紙用防虫剤 
c シロアリ駆除剤、防蟻剤 
d 殺菌剤、消毒剤、防腐剤、防かび剤、抗菌剤、除

菌剤 
e 非農耕地用除草剤 
f 展着剤、乳化剤 
z その他 

22 芳香剤、消臭剤 a 香料（洗浄剤用）[#22-ｂ,c を除く] 
 b※ 芳香剤 
 c※ 消臭剤 
 d※ 乳化剤、分散剤 

z その他 
47 燃料、燃料添加剤  a※ 燃料  

                                                   
1 水域への排出係数がゼロの場合も含む。つまり、この場合でも本シナリオが設定されてお

り、その上で排出係数がゼロであると解釈する。 
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用途 
番号(#) 

用途分類 詳細用途 
番号 

詳細用途分類 

 b※ 燃料添加剤（清浄分散剤、酸化防止剤、粘度指数
調整剤、摩擦低減剤、防錆剤等） 

 c※ 燃焼改良剤（燃焼促進剤、セタン価向上剤、アン
チノック剤等） 

 d※ 氷結防止剤、着臭剤 
  z※ その他 

※ 水域への排出係数はゼロである。 1 
 2 
対象物質の出荷数量に対応する詳細用途が図表 VI-3 に該当すれば、製造段階、調合段階3 

からの排出に対して適用した「排出源ごとの暴露シナリオ」と並行して、その物質の家庭4 
用・業務用での使用段階からの排出に対して本シナリオを適用し暴露評価Ⅰを行う。なお、5 
図表 VI-3 の詳細用途に関しては、工業的使用段階での使用は想定しておらず、排出係数を6 
設定していない。 7 
 8 

VI.2.1.2  水系の非点源シナリオの暴露シナリオと全体の流れ 9 

本シナリオの暴露評価Ⅰの流れを図表 VI-4 に示す。ここでは、詳細用途が図表 VI-3 に10 
該当する場合に、国民一人当たり排出量原単位ベースで環境中濃度や摂取量を推計する。11 
すなわち、排出源ごとの暴露シナリオでの仮想的排出源ごとの環境中濃度等の推計と異な12 
り、推計は物質ごとに代表的な 1 箇所（仮想的な河川）でだけ行われる。 13 
この方法は、家庭等1で広範に使用・排出される場合に排出濃度や環境中濃度を概算する14 

方法として適用される手法である2。 15 
想定する暴露集団については以下のとおりである。 16 
排出源ごとの暴露シナリオにおいて、暴露集団は一般工業化学品の製造・調合・工業的17 

使用段階の排出源周辺の集団とした。それに対し、ここでは家庭等で使用され下水を通じ18 
て下水処理場に化学物質が集まり、そこから河川へ排出される化学物質に暴露する集団を19 
設定する。つまり、下水処理場周辺の暴露評価という位置付けである。 20 

全国には下水道が普及していない地域も存在するが、評価Ⅰでは家庭等から化学物質が21 
下水道を経由し下水処理場から河川へ排出される暴露シナリオを設定して暴露評価を行う。22 

                                                   
1 家庭等の「等」は、家庭用・業務用の使用段階における業務用の用途として使用される場

所（オフィスビル、公園等）を指している（Ⅳ章の家庭用・業務用の用途を有する化学物

質のライフサイクルに関する記載を参照）。以下、家庭等と言えばこの意味で用いる。 
2 例えば以下の評価で適用されている。 

・ U.S. EPA の TSCA において、PMN（製造前届出）のリスク評価で使用されている

暴露評価システム E-FAST の家庭排水（Down-the-Drain）モジュール。 
U.S. EPA (2007) Exposure and Fate Assessment Screening Tool (E-FAST) Version 
2.0 Documentation Manual. 
(http://www.epa.gov/opptintr/exposure/pubs/efast2man.pdf) 

・ The Soap and Detergent Association (2005) Exposure and risk screening methods 
for consumer product ingredients. 
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このように設定したのは、評価Ⅰで用いる下水処理除去率と河川希釈率の場合、下水道を1 
通らず直接河川に排出される地域よりも、下水道を通り下水処理場から排出される地域の2 
の方が河川水中濃度の推計値が高くなり、このシナリオを用いればより安全側に評価され3 
るためである。詳細は VI.2.1.8 で後述する。 4 

 5 

 6 
図表 VI-4 水系の非点源シナリオの暴露評価Ⅰの全体の流れ 7 

 8 
人に関しては以下のような暴露集団を仮定する。 9 
 10 
(ア) 仮想的な下水処理場から排出される化学物質が流入する仮想的な河川から取水した11 

水を摂取する。また、仮想的な下水処理場から排出される化学物質が流入する仮想12 
的な河川水中及び海水中の化学物質を濃縮した魚介類を一定の割合で摂取する（図13 
表 VI-4 参照）。 14 

(イ) 仮想的な下水処理場に起因する化学物質に暴露する集団は、製造・調合・工業的使15 
用段階の仮想的排出源とは近接せず、これらに起因する暴露はないとする。 16 

製造数量等の届出書

届出者名
物質名

製造
製造事業所名・所在地

a製造事業所 ○県○市××
都道府県 量

A県 ●t

出荷 都道府県 用途 量
A県 XX-X   ●t
A県 XX-X   ●t
B県 XX-X   ●t 
C県 XX-X   ●t

家庭用・業務用での使用段階

で水域への排出係数が設定さ
れている用途を抽出

当該詳細用途分類の出荷量を
合計し、全国出荷量を算出

国民一人当たりの
排出量原単位＝

Σ{(全国出荷量－調合段階の排
出量) ×排出係数}
／日本の人口

※Σは該当する複数の詳細用途
分類を全て合計

出荷

家庭等で使用

下水道経由で下水処理場へ 家庭等からの排水濃度＝
一人当たり排出量原単位／
一人当たり水使用量原単位
＝下水処理場流入濃度
下水処理場排出濃度＝
下水処理場流入濃度

×(1-除去率)

下水処理場から河川へ 河川水中濃度＝
下水処理場排出濃度／
下水処理水の希釈率
＝人の飲料水濃度
魚介類中濃度＝

河川水中濃度×BCF×BMF

飲水からの摂取量＝
河川水中濃度×飲水量
魚介類からの摂取量＝

魚介類中濃度×魚介類摂取量

人の摂取へ

適
用
範
囲

排
出
量
推
計

環
境
中
濃
度
推
計

人
の
摂
取
量
推
計
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(ウ) 暴露期間は長期間（数十年～生涯）とする。 1 
(エ) 飲水量、魚介類摂取量は一般的な成人を想定する。 2 
 3 
生活環境動植物に関しては以下のような暴露集団を仮定する。 4 
 5 
(ア) 仮想的な下水処理場から排出される化学物質が流入した仮想的な河川の水にさらさ6 

れる。 7 
(イ) 仮想的な下水処理場からの排水が流入する河川と、製造・調合・工業的使用段階の8 

仮想的排出源からの化学物質が流入する河川とは同じではないとする。 9 
(ウ) 暴露期間は生活環境動植物にとって長期間（数十時間～数十日等、水生生物の寿命10 

程度）とする。 11 
 12 

VI.2.1.3  水系の非点源シナリオの排出シナリオと排出量推計 13 

水系の非点源シナリオの排出シナリオでは、家庭用・業務用の用途で化学物質が日本の14 
どの地域でどの程度の量が使用されるかを仮定する必要がある。ここでは、製造数量等の15 
届出制度による出荷先都道府県を最終消費地とはみなさず、最終的には消費者（国民）全16 
体に行き渡るとする。全国にどのように行き渡るかについては、統計情報をもとに推計す17 
る。当該化学物質の「家庭用・業務用での使用段階」のライフサイクルステージにおける18 
水域への排出は、全量が仮想的な下水処理場へ移動するものとし、仮想的な下水処理場で19 
は、良分解性の物質は除去され（除去率は評価Ⅰではスクリーニング評価と同じく『0.67』20 
を用いる1）、難分解性又は分解性が不明の物質は分解等で除去されずに、下水処理場への流21 
入濃度＝下水処理場からの排出濃度とする。なお、同じ化学物質の複数の詳細用途が22 
VI.2.1.1 の図表 VI-3 に該当する場合は、それらを全部合計した排出量を用いる。 23 

以上の排出シナリオに基づいた具体的な推計の手順は IV 章を参照されたい。 24 
 25 

VI.2.1.4  水系の非点源シナリオの環境中濃度の推計 26 

(1) 河川水中濃度 27 

前述の VI.2.1.3 では下水処理場からの排出が排出濃度として推計されるため、下式で河28 
川水中濃度を推計する。また、河川水中では溶存態と懸濁粒子への吸着態との分配を仮定29 
する。 30 

 31 
河川水中の溶存態濃度＝（1－懸濁粒子への吸着率）×河川水中濃度 式 VI-1 

                                                   
1 厚生労働省、経済産業省、環境省 (2010) スクリーニング評価手法の詳細（案）, 平成 22
年 10 月 8 日, pp.51-53 
(http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/files/information/ra/scr
eening_detail.pdf) 
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河川水中濃度 ＝下水処理場排出濃度／下水処理水の希釈率 式 VI-2 
 1 
河川水中の溶存態濃度 ：仮想的な下水処理場からの排出水が流入する仮想的な河2 

川の 溶存態濃度 3 
懸濁粒子への吸着率 ：化学物質の有機炭素補正土壌吸着係数、水中の懸濁粒子4 

の濃 度、懸濁粒子の有機炭素含有率を用いて推計 5 
河川水中濃度 ：仮想的な下水処理場から排出された化学物質が流入する6 

河川 の化学物質濃度（溶存態と懸濁粒子への吸着7 
態の合計） 8 

下水処理場排出濃度 ：前述の VI.2.1.3 で推計する濃度 9 
下水処理水の希釈率 ：下水処理場の排出水が河川で希釈される倍率 10 

 11 
(2) 魚介類中濃度 12 

魚介類中濃度は、淡水魚と海産魚の別に推計する。それぞれ河川水中濃度（溶存態）と13 
海水中濃度（溶存態）を使って求める。河川から海への希釈率や、淡水魚中濃度及び海産14 
魚中濃度の推計式は、Ⅴ章の河川水中濃度と魚介類中濃度の推計に示したものと同じであ15 
る。 16 

 17 

VI.2.1.5  水系の非点源シナリオにおける人の摂取量推計 18 

下水処理場から化学物質が排出され、それに人が暴露する経路は、排出源ごとの暴露シ19 
ナリオの水域への排出による経路と同じとする。すなわち、下水処理場から排出された河20 
川水を飲料水とし、その河川水から化学物質を濃縮した淡水魚と河川が流入した海域の海21 
産魚を人が摂取すると仮定する。 22 
人の摂取量の推計式はⅤ章の人の摂取量推計に示した式と同様であるが、水域への排出23 

であるため、飲料水、淡水魚、海産魚からの摂取の推計式のみを用いる。また、人の体重24 
や媒体別摂取量は排出源ごとの暴露シナリオと同じ値を用いる。 25 

 26 

VI.2.1.6  水系の非点源シナリオにおける水生生物の暴露濃度推計 27 

水生生物の評価では、河川水中の溶存態濃度を水生生物の暴露濃度、すなわちPECとす28 
る。推計式は、既出の式 VI-1 を用いる。下水処理水の希釈率（式 VI-2 参照）は、人健康29 
の評価では一級河川の長期平水流量1から設定したのに対し、水生生物の評価では長期低水30 

                                                   
1 平水流量：流量の観測開始から欠測期間を除いた統計期間の「1 年を通じて 185 日はこれ

を下らない日流量」（国土交通省河川局編 (2005) 流量年表 第５５回（平成 14 年）, 日
本河川協会.） 
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流量1から設定している。このようにした理由はⅤ章の水生生物の暴露濃度推計にも記載し1 
たように、人よりも寿命が短い水生生物への暴露期間を考慮するためである。 2 

 3 

VI.2.1.7  水系の非点源シナリオにおける物質の分類に応じた扱い 4 

 本スキームの評価Ⅰでは、暴露評価を実施するときには、優先評価化学物質が 3 つの分5 
類（「環境分配モデル適用物質（構造特定可能）」、「環境分配モデル適用物質（構造不定）」、6 
「環境分配モデル適用外物質」）のどれに該当するかを識別し、それに対応する数理モデル7 
や物理化学的性状を用いるものとしている（詳細はⅤ章の物質の分類に応じた暴露評価Ⅰ8 
での扱いに関する記載を参照）。「環境分配モデル適用物質（構造特定可能）」の扱いは9 
VI.2.1.6 までのとおりであるため、以下では「環境分配モデル適用物質（構造不定）」と「環10 
境分配モデル適用外物質」について説明する。 11 
 12 
(1) 環境分配モデル適用物質（構造不定）の暴露評価Ⅰ 13 

① 排出量推計 14 
 排出係数の選択については、Ⅳ章の物理化学的性状データが得られない優先評価化学物15 
質の扱いで記載したとおりである。それ以外は VI.2.1.3 と同様である。 16 
 17 
② 環境中濃度と人の摂取量の推計 18 
ワーストデフォルト暴露量（詳細はⅤ章の環境分配モデル適用物質（構造不定）の暴露19 

評価Ⅰに関する記載を参照）となる物理化学的性状2を用いて環境中濃度を推計する。水系20 
の非点源シナリオで用いる物理化学的性状は、式 VI-1 で使う有機炭素補正土壌吸着係数だ21 
けである。なお、BCFは評価の準備段階のキースタディ選定によって選ばれた値を用いる。 22 

 23 
③ 水生生物の暴露濃度推計 24 
 物理化学的性状は②と同じものを用い、推計式は式 VI-1 を用いる。 25 

 26 
(2) 環境分配モデル適用外物質の暴露評価Ⅰ 27 

① 排出量推計 28 
VI.2.1.7 (1)①と同じ扱いとする。 29 

 30 
                                                   
1 低水流量：流量の観測開始から欠測期間を除いた統計期間の「1 年を通じて 275 日はこれ

を下らない日流量」（国土交通省河川局編 (2005) 流量年表 第５５回（平成 14 年）, 日
本河川協会.） 

2 この物理化学的性状は大気経由の合計暴露量が最大になるように決めたものであるので

水系の非点源シナリオに用いることは適切でないではないでない。ただ、有機炭素補正土

壌吸着係数は非常に大きくない限り、河川水中の溶存態濃度の推計に大きな影響を及ぼさ

ないため、評価Ⅰでは排出源ごとの暴露シナリオと同じ値を用いることにしている。 
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② 環境中濃度と人の摂取量の推計 1 
希釈のみを考慮し懸濁粒子への吸着等は考慮しない。そのため、懸濁粒子への吸着補正2 

項がない式 VI-2 を飲料水濃度、魚介類中濃度に用いる。なお、BCF は評価の準備段階の3 
キースタディ選定によって選ばれた値を用いる。 4 
 5 
③ 水生生物の暴露濃度推計 6 
 ②と同じく懸濁粒子への吸着補正項がない式 VI-2 を用いる。 7 

 8 

VI.2.1.8  下水道の普及地域と未普及地域の比較 9 

VI.2.1.2 でも述べたように評価Ⅰでは家庭等から使用された化学物質が下水道を通り、10 
下水処理場から河川へ排出されるシナリオを設定する。しかし、全国には下水道や汚水処11 
理設備が普及していない地域が存在する。スクリーニング評価においても下水処理場等の12 
汚水処理が普及している割合（84.8%）と普及していない割合（15.2%）を用いて区別して13 
いた1。そのような地域では家庭等で使用された化学物質は特に汚水処理されることなく、14 
直接、河川に排出されることになる。その場合に想定される暴露シナリオと環境中濃度推15 
計と人の摂取量推計の手順を図表 VI-5 に示す。 16 

 17 

                                                   
1 経済産業省 (2010) 3.5（2）水域への排出量推計における考慮. 『付属資料 スクリーニ

ング評価手法の詳細(案) 』平成 22 年 10 月 8 日, p.51. 
(http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/files/information/ra/sc
reening_detail.pdf) 
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 1 
図表 VI-5 下水道を経由しないで河川に直接排水するシナリオの流れ 2 

（評価Ⅰでは対象としていないことに注意） 3 
 4 

下水処理場を経由しないで河川に直接排出するシナリオの場合が、下水処理場を経由す5 
るシナリオの場合（VI.2.1.2 の図表 VI-4）と異なるのは、河川水中濃度を求める際に、下6 
水処理場を経由しないために良分解性物質である場合でも下水処理場での除去率を乗じな7 
い点と、家庭等から河川へ直接排水のため希釈率が異なる点である。 8 

まず、希釈率について整理する。 9 
下水処理場を経由するシナリオの場合の希釈率（下水処理水の希釈率）は以下で定義さ10 

れる。 11 
 12 
下水処理水の希釈率 

＝下水処理場の排出濃度／河川水中濃度 
＝(化学物質の質量／下水処理場の排出水量)／(化学物質の質量／河川流量) 
＝河川流量／下水処理場の排出水量 

式 VI-3 
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製造数量等の届出書

届出者名
物質名

製造
製造事業所名・所在地

a製造事業所 ○県○市××
都道府県 量

A県 ●t

出荷 都道府県 用途 量
A県 XX-X   ●t
A県 XX-X   ●t
B県 XX-X   ●t 
C県 XX-X   ●t

家庭用・業務用での使用段階

で水域への排出係数が設定さ
れている用途を抽出

当該詳細用途分類の出荷量を
合計し、全国出荷量を算出

国民一人当たりの
排出量原単位＝

Σ{(全国出荷量－調合段階の
排出量) ×排出係数}

／日本の人口
※Σは該当する複数の詳細用

途分類を全て合計

出荷

家庭等で使用

家庭からの排水濃度＝
一人当たり排出量原単位／
一人当たり水使用量原単位

河川水中濃度＝
家庭からの排水濃度／
未処理水の希釈率
＝人の飲料水濃度
魚介中濃度＝

河川水中濃度×BCF×BMF

飲水からの摂取量＝
河川水中濃度×飲水量
魚介類からの摂取量＝

魚介類中濃度×魚介類摂取量

人の摂取へ

適
用
範
囲

排
出
量
推
計

環
境
中
濃
度
推
計

人
の
摂
取
量
推
計

各家庭等から未処理水が直
接河川へ
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同様に下水処理場を経由しないで河川に直接排出するシナリオの場合の希釈率（未処理1 
水の希釈率）は以下で定義される。 2 

 3 
未処理水の希釈率 

＝家庭等からの排水濃度／河川水中濃度 
＝(化学物質の質量／家庭等からの排出水量)／(化学物質の質量／河川流量) 
＝河川流量／家庭等からの排出水量 

式 VI-4 

 4 
下水処理場の排出水量と家庭等からの排出水量を比べれば明らかに前者の方が大きい。5 

仮に河川の流量が同じとすれば式 VI-3 と式 VI-4 から下水処理水の希釈率の方が小さいと6 
考えられる。希釈率が小さいほど河川水中濃度は高くなるので、下水処理場での化学物質7 
の除去を考慮しなければ、下水処理場を経由するシナリオの方が河川水中濃度は高く推計8 
されることが予想される。しかし、良分解性物質の場合は、下水処理場での除去率として9 
0.67 を乗じることにより下水処理場を経由するシナリオの方が低く推計される可能性もあ10 
る。また、下水道の普及地域と未普及地域で平均的な河川流量が異なる可能性もあり定性11 
的な考察だけでは河川水中濃度の大小は不明である。 12 
そこで、どちらのシナリオの河川中濃度が高く推定されるかを把握するため、具体的な13 

希釈率の値を求めて比較した。下水処理水の希釈率には、流量年表の河川流量や下水道統14 
計の下水処理量を基に算出された値を用いた1。未処理水の希釈率には、河川水中濃度を推15 
計する数理モデルを用いて算出された値を用いた2。算出した希釈率を用いて比較検討した16 
結果、下水処理場を経由するシナリオの方が河川水中濃度を高く推計することがわかった。17 
比較結果の詳細は付属資料VI.6.2.3 (2)を参照されたい。 18 

なお、化学物質が河川に流入する地点の近傍（ただし完全混合した後の地点）を評価の19 
対象地点と想定しているため、下水処理場からの排水と家庭等からの排水が混合すること20 
は、ここでは考慮していない。 21 

以上の検討を踏まえ、評価Ⅰでは、多数の化学物質の評価を効率的に行うため、より安22 
全側に評価できる下水処理場を経由して河川へ排出されるシナリオのみで暴露評価を行う23 
こととした。なお、評価Ⅱ以降では、より詳細な暴露評価を行うため、下水処理場を経由24 
しないシナリオも考慮する。3 25 
                                                   
1 製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター (2007) 平成 18 年度 化学物質の暴露評

価に資する河川等の希釈率等に関連する調査 報告書. 
(http://www.safe.nite.go.jp/risk/pdf/h18fy_kasen_kisyakuritsu.pdf) 

2 産業技術総合研究所 安全科学研究部門, 日水コン (2012) 産総研－水系暴露解析モデル

（AIST-SHANEL)を用いた河川流量および未処理水と放流水の河川希釈率に関する検討. 
(http://www.aist-riss.jp/projects/AIST-SHANEL/paper/120528_kentou.pdf) 

3 下水処理場の除去率が評価Ⅰと同じ値であっても、物理化学的性状や用途、有害性評価値

を精査しリスク推計し直すことで、下水処理場を経由するシナリオでリスク懸念なしとな

る場合がある。そのような場合は、下水処理場を経由するシナリオの方が安全側の評価で

あるため、下水処理場を経由しないシナリオの評価をわざわざ行う必要はないとも考えら

れる。 
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 1 

VI.2.2 水系の非点源シナリオの暴露評価Ⅱ 2 

 以下では水系の非点源シナリオの暴露評価Ⅱについて暴露評価Ⅰとの違いを中心に説明3 
する。なお、評価Ⅱでは必要に応じて本シナリオを実施することになる1。 4 

VI.2.2.1  暴露評価Ⅰとの違い 5 

水系の非点源シナリオの排出量推計から人の摂取量を推計するまでの手法・手順は、基6 
本的に VI.2.1 で示した暴露評価Ⅰと同じである。 7 

暴露評価Ⅰと異なるのは、暴露関連の既存情報収集（Ⅴ章の暴露評価Ⅱで追加する情報8 
等に関する記載を参照）によって情報が得られれば、以下のとおり評価Ⅰにおける設定を9 
置き換え、暴露量を推計し直す点である。また、PRTR 情報が得られる場合は、下水処理10 
場からの推計排出量を用いる。逆に言えば、これらの情報が得られなければ推計暴露量は11 
評価Ⅰと同じである。 12 

以下に暴露評価Ⅰと異なる部分について整理する。 13 
 14 

■製造数量等の届出情報と PRTR 情報を適用する場合に共通する点 15 
(ア) 有機炭素補正土壌吸着係数の採用値を精査し、変更した場合、数理モデルの入力デ16 

ータを置き換え、暴露量を推計し直す（VI.2.1.4 の式 VI-1 における懸濁粒子への吸17 
着率に関係する）。 18 

(イ) 評価Ⅰでは下水処理場を経由するシナリオに基づく暴露量のみを推計していたが、19 
評価Ⅱでは、必要に応じて下水道未普及地域において家庭等から直接河川に排出す20 
るシナリオ（VI.2.1.8 図表 VI-5）に基づく暴露量も推計する。 21 

(ウ) 評価Ⅰで用いた数理モデルよりも詳細な河川水中濃度モデル等2を必要に応じて用い22 
て、評価ごとに 1 つの暴露量ではなく、全国のメッシュ（地図上の区画）ごとに暴23 
露量を推計する。この場合は数理モデルにメッシュごとの排出量を入力する必要が24 
あり、家庭等での化学物質の使用量に比例すると考えられる統計情報（人口密度な25 
ど）を用いて全国排出量をメッシュ単位に比例配分し、メッシュ単位の排出量を求26 
める。この計算のことを「排出量をメッシュに割り振る」といい、用いる統計情報27 

                                                   
1 評価Ⅰの本シナリオの結果がリスク懸念なしであった場合は、基本的には評価Ⅱで本シナ

リオを実施する必要がないと考えられる（ただし、用途分類「#98 その他」又は詳細用途

分類「z その他」について、具体的用途が本シナリオの該当用途であると判明した場合

（VI.2.2.1 (オ)参照）等、状況が変化すれば実施し直す必要がある）。 
また、PRTR 情報が利用できる物質で、Ⅶ章の PRTR 情報を用いたメッシュごとに環

境中濃度を推計する数理モデル（G-CIEMS）によって包含される場合には、必ずしも本

シナリオを実施する必要がないとも考えられる。 
2 未処理水の希釈率検討（VI.2.1.8 参照）でも利用されていた SHANEL（正式名称：産総

研－水系暴露解析モデル（AIST-SHANEL））などを使うことを想定している。このモ

デルでは全国１級109水系における１kmメッシュ単位の月平均の化学物質の河川水中濃

度を推計することができる。 
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を「割り振り指標」という。 1 
 2 

■製造数量等の届出情報を適用する場合 3 
(エ) 水溶解度の採用値を精査し、変更した場合（Ⅰ章を参照）、排出係数を選択し直す。4 

排出係数に変更がある場合、排出量・暴露量を推計し直す。 5 
(オ) 用途分類「#98 その他」又は詳細用途分類「z その他」について、具体的用途が得ら6 

れた場合（Ⅳ章の製造数量等の届出情報における詳細用途の精査に関する記載を参7 
照）、製造数量等の届出に付される詳細用途との対応付けを行い、本シナリオに該当8 
する詳細用途であれば全国出荷数量と暴露量を推計し直す。 9 

(カ) 分解性に係る新たな情報が得られた場合（例：分解度試験の情報がなく「難分解性」10 
の扱いであったものについて分解度試験の情報が得られた等）、その情報を下水処理11 
場経由での排出量推計に加味し、排出量・暴露量を推計し直す。 12 
 下水処理場での除去率に係るデータが得られた場合、下水処理場経由の排出量推13 
計に加味する。下水処理場での除去率データが得られない場合、評価Ⅰにおけるデ14 
フォルトの除去率を、物質個別の物理化学的性状データを用いて、REACH施行前の15 
EUのリスク評価で用いられていた下水処理場モデルSimpleTreat1等で推測された16 
値に置き換えて排出量推計に加味する（Ⅳ章の水系の非点源シナリオにおける排出17 
量推計に関する記載を参照）。 18 

 19 
■PRTR 情報を適用する場合 20 

(キ) 下水処理場からの推計排出量が得られる場合（Ⅳ章の水系の非点源シナリオにおけ21 
る排出量推計に関する記載を参照）、水域への排出量を利用し、必要に応じて前述の22 
製造数量等の届出情報と同様に環境中濃度・暴露量を推計する。 23 

 24 

VI.2.2.2  水系の非点源シナリオにおける水生生物及び底生生物の暴露濃度推計 25 

水中濃度の推計に関しては暴露評価Ⅰの「VI.2.1.6 水系の非点源シナリオにおける水生26 
生物の暴露濃度推計」と同様である。logPow が 3 以上の場合底質への残留が考えられるた27 
め、評価Ⅱでは底生生物も評価対象とし（Ⅲ章を参照）、この場合は、Ⅴ章の底質中濃度の28 
推計に示す方法で式 VI-1 で求めた河川水中の溶存態濃度から底質中濃度(乾燥重量当たり)29 
を推計する。 30 

なお、これらに暴露評価Ⅱで追加する情報等を加味するのは「VI.2.2.1 暴露評価Ⅰとの31 
違い」と同様である（ただし、人の暴露量推計に係る部分は除く）。 32 

 33 

                                                   
1 RIVM (1996) SimpleTreat 3.0: a model to predict the distribution and elimination of 

chemicals by sewage treatment plants. 
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VI.2.2.3  水系の非点源シナリオにおける物質の分類に応じた暴露評価Ⅱの扱い 1 

環境分配モデル適用物質（構造不定）や環境分配モデル適用外物質に分類された化学物2 
質について、暴露評価Ⅱでは物質の性状を確認し個別に評価方法を検討するのは、排出源3 
ごとの暴露シナリオの場合と同様である（Ⅴ章の環境分配モデル適用外物質の暴露評価Ⅱ4 
に関する記載を参照）。水系の非点源シナリオにおいて一般的な有機化合物とは異なる挙動5 
をすることから、その暴露評価方法について検討が必要と考えられる物質の 1 つに、水中6 
でイオンに解離する物質がある。このような物質に対しては、例えば、水中で想定される7 
pH と評価対象物質の pKa の値により、物理化学的性状や環境中濃度推計式を必要に応じ8 
て補正して用いること等を検討する。 9 

 10 

VI.2.3 水系の非点源シナリオの暴露評価Ⅲ 11 

評価Ⅱで水系の非点源シナリオでリスク懸念があれば、評価Ⅲでは必要に応じて、該当12 
する用途について化審法第 42条に基づいた取扱いの状況に関する情報を取扱事業者に対し13 
て求めることになる。得られた情報をもとにメッシュ単位で暴露量を推計する場合は物質14 
ごとに割り振り指標（VI.2.2(ウ)参照）を再度検討し、より妥当だと考えられる情報があれ15 
ばそれを用いてメッシュへの割り振りを行う。また、より詳細な用途に関する情報が産業16 
界から得られた場合、水系の非点源シナリオを適用することが望ましいと考えられる用途17 
があれば、その用途について水系の非点源シナリオの暴露評価Ⅲを行う。 18 
 19 

VI.2.4 リスク評価（二次）における水系の非点源シナリオの暴露評価 20 

この段階では、新たに得られた長期毒性情報を用いて、暴露要件該当性の確認を行うた21 
めの再評価を行う。 22 
リスク評価（二次）の有害性評価については、化審法第 10 条第２項の有害性調査指示に23 

基づき事業者から報告された長期毒性に係る有害性情報を用いて有害性評価値を導出する。24 
暴露評価については評価Ⅲと同様の方法を基本とするが、新たに情報が得られた場合には、25 
それらを踏まえて、排出係数の見直しや暴露シナリオの見直しを行うなどの改善、精緻化26 
を図ることにする。 27 

28 
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 1 

VI.3 大気系の非点源シナリオ 2 

VI.3.1 大気系の非点源シナリオの暴露評価Ⅰ 3 

ここでは大気系の非点源シナリオについて適用範囲、暴露シナリオと暴露集団、排出量4 
推計、環境中濃度の推計と人の摂取量推計等について順に説明する。 5 

本項の詳細は付属資料 VI.6.3 を参照されたい。 6 
 7 

VI.3.1.1  大気系の非点源シナリオの適用範囲 8 

本シナリオを適用するか否かは製造数量等の届出情報から得られる詳細用途から判別す9 
る。該当する詳細用途は「家庭用・業務用での使用段階」のライフサイクルステージでの10 
使用が想定されるものとなる。具体的には排出係数一覧表（Ⅳ章を参照）のうち、「家庭用・11 
業務用での使用段階」で排出係数が設定1されている図表 VI-6 の詳細用途が対象となる。 12 

 13 
図表 VI-6 大気系の非点源シナリオの対象となる詳細用途 14 

用途 
番号(#) 

用途分類 詳細用途 
番号 

詳細用途分類 

13 水系洗浄剤 2《家
庭用・業務用の用
途》 

 a※ 石鹸、洗剤、ウインドウォシャー液（界面活性剤） 
 b※ 柔軟剤（界面活性剤） 
 c※ 無機アルカリ、有機アルカリ、無機酸、有機酸、

漂白剤 
 d※ ビルダー（キレート剤、再付着防止剤等）、添加

（補助）剤（酵素、蛍光増白剤、紫外線吸収剤等） 
 z※ その他 

14 ワックス（床用、
自動車用、皮革用
等） 

 a※ ワックス 
 b※ 乳化剤、分散剤 
 z※ その他 

20 殺生物剤 3 
《家庭用・業務用
の用途》 

a 不快害虫用殺虫剤（害虫駆除剤、昆虫誘引剤、共
力剤） 

b 繊維用・紙用防虫剤 
c シロアリ駆除剤、防蟻剤 
d 殺菌剤、消毒剤、防腐剤、防かび剤、抗菌剤、除

菌剤 
e 非農耕地用除草剤 
f 展着剤、乳化剤 
z その他 

22 芳香剤、消臭剤  a※ 香料（洗浄剤用）[#22-ｂ,c を除く] 
b 芳香剤 
c 消臭剤 
d 乳化剤、分散剤 
z その他 

47 燃料、燃料添加剤 a 燃料  
                                                   
1 大気への排出係数がゼロの場合も含む。つまり、この場合でも本シナリオが設定されてお

り、その上で排出係数がゼロであると解釈する。 
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用途 
番号(#) 

用途分類 詳細用途 
番号 

詳細用途分類 

b 燃料添加剤（清浄分散剤、酸化防止剤、粘度指数
調整剤、摩擦低減剤、防錆剤等） 

c 燃焼改良剤（燃焼促進剤、セタン価向上剤、アン
チノック剤等） 

d 氷結防止剤、着臭剤 
z その他 

※ 大気への排出係数はゼロである。 1 
 2 
対象物質の出荷数量に対応する詳細用途が図表 VI-6 に該当すれば、製造段階、調合段階3 

からの排出に対して適用した排出源ごとの暴露シナリオと並行して、その物質の家庭用・4 
業務用での使用段階からの排出に対して本シナリオを適用し暴露評価Ⅰを行う。なお、図5 
表 VI-6 の詳細用途に関しては、工業的使用段階での使用は想定しておらず、排出係数を設6 
定していない。 7 
 8 

VI.3.1.2  大気系の非点源シナリオの暴露シナリオと暴露集団 9 

本シナリオで仮定する暴露評価Ⅰでの暴露シナリオを図表 VI-7 に示す。ここでは、前述10 
のとおり詳細用途が図表 VI-6 に該当する場合に、環境中濃度や摂取量を推計する。 11 

想定する暴露集団については以下のとおりである。 12 
排出源ごとの暴露シナリオにおいて、暴露集団は一般工業化学品の製造・調合・工業的13 

使用段階の排出源周辺の集団とした。それに対し、ここでは家庭用・業務用での使用段階14 
における非点源の排出源（家庭・オフィスや移動体等）から大気へ排出される化学物質に15 
暴露する集団を設定する。環境運命や摂取媒体は排出源ごとの暴露シナリオと同じとする。 16 
なお、排出源ごとの暴露シナリオと同じく、大気へ排出される化学物質に起因する生活17 

環境動植物（水生生物と底生生物）の暴露は考慮していない。 18 
 19 

 20 
図表 VI-7 大気系の非点源シナリオの暴露評価Ⅰの全体の流れ 21 

 22 
人に関して以下のような暴露集団を仮定する。 23 

大気へ排出した化学物質に人が環境経由で暴露される経路

排出源 排出先媒体 環境運命 摂取媒体 暴露集団

家庭用･
業務用での
使用段階の
排出源

大気

家庭用･
業務用での
使用段階の
排出による

暴露を受ける
一般住民

大気 大気

牛肉

乳製品

地上部農作物

地下部農作物

土壌

土壌間隙水

家畜

牧草

沈着

分配



Ⅵ．暴露評価～用途等に応じた暴露シナリオ～（NITE 案） 
                             Ver.1.0 平成 26 年 3 月 

 21 

 1 
(ア) 家庭用・業務用での使用段階における大気への排出により汚染された大気を吸入す2 

る。 3 
(イ) 家庭用・業務用での使用段階における大気への排出により暴露された農作物と畜産4 

物を一定の割合で摂取する。 5 
(ウ) 家庭用・業務用での使用段階における大気への排出に起因する暴露と、製造・調合・6 

工業的使用段階の仮想的排出源に起因する暴露とは別々に評価することを仮定する。 7 
(エ) 暴露期間は長期間（数十年～生涯）とする。 8 
(オ) 空気吸入量、食物摂取量は一般的な成人を想定する。 9 

 10 

VI.3.1.3  大気系の非点源シナリオの排出シナリオと排出量推計 11 

大気系の非点源シナリオの排出シナリオでは、家庭用・業務用での用途で化学物質が日12 
本のどの地域でどの程度の量が使用されるかを仮定する必要がある。ここでは、製造数量13 
等の届出制度による出荷先都道府県を最終消費地とはみなさず、最終的には消費者（国民）14 
全体に行き渡るとする。全国にどのように行き渡るかについては、統計情報をもとに推計15 
する。推計手順の概要は以下のとおりである。 16 
まず、家庭用・業務用での使用段階における大気への排出量を全国合計した排出量を求17 

める。次に、全国排出量を人口等の割り振り指標を用いてメッシュ（地図上の区画）単位18 
の排出量に按分する。割り振り指標とは、家庭用・業務用での使用段階における化学物質19 
の使用量に比例すると考えられる統計情報のことである。この割り振り指標は用途に応じ20 
て設定しており、評価Ⅰでは図表 VI-8 のとおりである。また、メッシュ単位の排出量のう21 
ち、異なる用途で届けられている場合であっても同じ割り振り指標を用いたものは合算す22 
るものとする。したがって、評価Ⅰでは物質ごとに最大で 2 種類（人口と交通量）のメッ23 
シュ単位の排出量が求められる。 24 

評価Ⅰでは割り振りに用いる指標に合わせて、メッシュサイズは 5km×5kmメッシュと25 
する1。なお、全国排出量を推計するまでの手順はⅣ章の大気系の非点源シナリオにおける26 
排出量推計に関する箇所でより具体的に記載しているので参照されたい。 27 
 28 
 29 
 30 

                                                   
1 メッシュへの割り振り係数（式 VI-5 参照）の算出には、産総研－曝露・リスク評価大気

拡散モデル（AIST-ADMER）の Version2.5.0 に搭載されている人口及び交通量の各指

標を用いて 5km グリッドの排出量を求める機能を用いたためである。付属資料 VI.6.3.3
 参照。 
産業技術総合研究所 安全科学研究部門 ADMER のホームぺージ 
(http://www.aist-riss.jp/software/admer/ja/index_ja.html) 
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図表 VI-8 大気系の非点源シナリオで用いる割り振り指標 1 
用途 

番号(#) 
用途分類 割り振り指標 

13 水系洗浄剤 2 《家庭用・業務用の用途》 ※ 人口 

14 ワックス ※ 人口 

20 殺生物剤 3《家庭用・業務用の用途》 人口 

22 芳香剤、消臭剤 ※※ 人口 

47 燃料、燃料添加剤 交通量 

※どの詳細用途分類も大気への排出係数はゼロである。 2 
※※詳細用途分類のうち詳細用途番号 aの大気への排出係数はゼロである。 3 

 4 
以上の手順によりメッシュ単位の排出量が算出されるが、より効率的に評価を行うため、5 

大気への全国排出量が単位排出量（1[kg/year]）である時のメッシュ単位の大気排出量をあ6 
らかじめ求めておく。これをメッシュへの割り振り係数と呼ぶこととする。下式のように、7 
メッシュへの割り振り係数に大気への全国排出量を乗じることでメッシュ単位の大気排出8 
量を推計するものとする。   9 

 10 
メッシュ単位の大気排出量 

＝大気への全国排出量×メッシュへの割り振り係数 
式 VI-5 

  
メッシュ単位の大気排出量 ：家庭用・業務用での使用段階の大気への排出量をメ11 

ッシ ュ単位に割り振った値 12 
 [kg/year] 13 

大気への全国排出量 ：家庭用・業務用での使用段階の大気への排出量の全14 
国合 計値。なお、同じ割り振り指標を用いる用途15 
は合算する。 16 
 [kg/year] 17 

メッシュへの割り振り係数 ：大気への全国排出量をメッシュ単位の排出量に換算18 
する 係数。係数は割り振り指標別に設定されてい19 
る。 20 
 [無次元]（=[ kg/year／(kg/year)]） 21 

 22 
メッシュへの割り振り係数は全国のメッシュごとに異なる値をとるため、評価Ⅰでは、23 

メッシュへの割り振り係数を大きい順に並べ替えて、パーセンタイル値が 100%ile（排出量24 
が最大となるメッシュ）、95%ile、50%ile、5%ile となる４通りの値を代表値とみなしてデ25 
フォルト値として設定した。従ってメッシュ単位の大気排出量も４通りの値が推計される26 
ことになる。メッシュへの割り振り係数の導出方法や具体的な値は付属資料 VI.6.3.3 を参27 
照。 28 
 29 
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VI.3.1.4  大気系の非点源シナリオの環境中濃度の推計 1 

人が暴露する経路は、図表 VI-7 で前述したように排出源ごとの暴露シナリオの大気への2 
排出による経路と同じとする。メッシュ単位の排出量を排出源ごとの暴露シナリオと同じ3 
数理モデルに入力して環境中濃度を推計する。排出源ごとの暴露シナリオに用いる数理モ4 
デルの詳細はⅤ章の環境中濃度推計に関する記載を参照されたい。 5 

排出源ごとの暴露シナリオでは、製造段階、調合段階、工業的使用段階の各事業所を想6 
定した排出源（点源）を中心とする半径 1km から半径 10km まで 1km 刻みで 10 通りの評7 
価エリアを設定し、評価エリア内の平均暴露量を推計している。それに対して、大気系の8 
非点源シナリオでは家庭用・業務用での使用段階の排出という非点源（家庭・オフィスや9 
移動体等が排出源となる）を想定しているため、点源周辺を対象とした排出源ごとの暴露10 
シナリオの暴露評価手法とは本来異なるものであるが、評価Ⅰでは簡易に評価できるよう11 
に排出源ごとの暴露シナリオ同様の数理モデルを用いることにした。この際、安全側の評12 
価となるよう、評価エリア半径は最小設定値である 1km と設定する。 13 
排出量を推計するメッシュサイズは 5km メッシュなので、計算上は 5km メッシュ内に14 

存在する排出量が全てメッシュの中心に集まり、メッシュの中心に仮想的排出源を設定し15 
て半径 1km の評価エリア内の平均暴露量を推計するという仮定を置いていることになる。 16 

 17 

VI.3.1.5  大気系の非点源シナリオにおける人の摂取量推計 18 

人の摂取量の推計式はⅤ章の人の摂取量推計に示した式と同様であるが、大気への排出19 
であるため、大気・農作物・肉類・乳製品からの摂取の推計式のみを用いる。また、人の20 
体重や媒体別摂取量は排出源ごとの暴露シナリオと同じ値を用いる。 21 
 22 

VI.3.1.6  大気系の非点源シナリオにおける物質の分類に応じた扱い 23 

本スキームの評価Ⅰでは、暴露評価を実施するときには、優先評価化学物質が 3 つの分24 
類（「環境分配モデル適用物質（構造特定可能）」、「環境分配モデル適用物質（構造不定）」、25 
「環境分配モデル適用外物質」）のどれに該当するかを識別し、それに対応する数理モデル26 
や物理化学的性状を用いるものとしている（詳細はⅤ章の物質の分類に応じた暴露評価Ⅰ27 
での扱いに関する記載を参照）。「環境分配モデル適用物質（構造特定可能）」の扱いは28 
VI.3.1.5 までのとおりであるため、以下では「環境分配モデル適用物質（構造不定）」と「環29 
境分配モデル適用外物質」について説明する。 30 
 31 
(1) 環境分配モデル適用物質（構造不定）の暴露評価Ⅰ 32 

① 排出量推計 33 
排出係数の選択については、Ⅳ章の物理化学的性状データが得られない優先評価化学物34 

質の扱いで記載したとおりである。それ以外は VI.3.1.3 と同様である。 35 
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 1 
② 環境中濃度と人の摂取量の推計 2 

ワーストデフォルト暴露量（詳細はⅤ章の環境分配モデル適用物質（構造不定）の暴露3 
評価Ⅰに関する記載を参照）となる物理化学的性状を用いて環境中濃度を推計する。 4 
 5 
(2) 環境分配モデル適用外物質の暴露評価Ⅰ 6 

① 排出量推計 7 
VI.3.1.6 (1)①と同じ扱いとする。 8 

 9 
② 環境中濃度と人の摂取量の推計 10 
排出源ごとの暴露シナリオにおける環境分配モデル適用外物質の扱いと同じ（Ⅴ章の環11 

境中濃度と人の摂取量の推計に関する記載を参照）。つまり、大気から土壌への沈着以降の12 
経路を考えないで吸入暴露量のみ推計する。 13 
 14 

VI.3.2 大気系の非点源シナリオの暴露評価Ⅱ 15 

以下では大気系の非点源シナリオの暴露評価Ⅱについて暴露評価Ⅰとの違いを中心に説16 
明する。評価Ⅱでは必要に応じて本シナリオを実施することになる1。 17 

 18 

VI.3.2.1  暴露評価Ⅰとの違い 19 

大気系の非点源シナリオの排出量推計から人の摂取量を推計するまでの手法・手順は、20 
基本的に VI.3.1 で示した暴露評価Ⅰと同じである。 21 
暴露評価Ⅰと異なるのは、暴露関連の既存情報収集（Ⅴ章の暴露評価Ⅱで追加する情報22 

等に関する記載を参照）によって情報が得られれば、以下のとおり評価Ⅰにおける設定を23 
置き換え、暴露量を推計し直す点である。逆に言えば、これらの情報が得られなければ推24 
計暴露量は評価Ⅰと同じである。 25 

以下に暴露評価Ⅰと異なる部分について整理する。 26 
 27 

■製造数量等の届出情報と PRTR 情報を適用する場合に共通する点 28 
(ア) 物理化学的性状の採用値を精査し、変更した場合、数理モデルの入力データを置き29 

換え、暴露量を推計し直す。 30 
                                                   
1 評価Ⅰの本シナリオの結果がリスク懸念なしであった場合は、基本的には評価Ⅱで本シナ

リオを実施する必要がないと考えられる（ただし、用途分類「#98 その他」又は詳細用途

分類「z その他」について、具体的用途が本シナリオの該当用途であると判明した場合

（VI.3.2.1 (エ)参照）等、状況が変化すれば実施し直す必要がある）。 
また、PRTR 情報が利用できる物質で、Ⅶ章の PRTR 情報を用いたメッシュごとに環

境中濃度を推計する数理モデル（G-CIEMS）によって包含される場合には、必ずしも本

シナリオを実施する必要がないとも考えられる。 
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(イ) 評価Ⅰで用いた数理モデルよりも詳細な大気中濃度モデル等1を必要に応じて用いて、1 
全国のメッシュ（地図上の区画）ごとに暴露量を推計する。 2 

 3 
■製造数量等の届出情報を適用する場合 4 

(ウ) 蒸気圧の採用値を精査し、変更した場合（Ⅰ章を参照）、排出係数を選択し直す。排5 
出係数に変更がある場合、排出量・暴露量を推計し直す。 6 

(エ) 用途分類「#98 その他」又は詳細用途分類「z その他」について、具体的用途が得ら7 
れた場合（Ⅳ章の製造数量等の届出情報における詳細用途の精査に関する記載を参8 
照）、製造数量等の届出に付される詳細用途との対応付けを行い、本シナリオに該当9 
する用途であれば全国出荷数量と暴露量を推計し直す。 10 

 11 
■PRTR 情報を適用する場合 12 

(オ) PRTR 届出外データにおいて、大気系の非点源シナリオに対応する家庭や移動体等13 
からの排出について、一部の物質については国による推計が行われている。これら14 
の PRTR 届出外推計排出量を当該シナリオの排出量として利用する（Ⅳ章を参照）。15 
PRTR 届出外推計排出量を利用する場合は、大気への排出量を全国合計し、それを16 
用いて、製造数量等の届出情報と同様に、人口等の統計情報を指標にしてメッシュ17 
単位に割り振り、割り振った排出量を用いて暴露評価を行う。  18 
 19 

VI.3.2.2  大気系の非点源シナリオにおける環境中濃度の推計と人の摂取量推計 20 

環境中の濃度の推計と人の摂取量推計は、暴露評価Ⅰと基本的に同様である（「VI.3.1.4 21 
大気系の非点源シナリオの環境中濃度の推計」、「VI.3.1.5 大気系の非点源シナリオにおけ22 
る人の摂取量推計」参照）。なお、これらに暴露評価Ⅱで追加する情報等を加味するのは23 
「VI.3.2.1 暴露評価Ⅰとの違い」と同様である。 24 
 25 

VI.3.2.3  大気系の非点源シナリオにおける物質の分類に応じた暴露評価Ⅱの扱い 26 

環境分配モデル適用物質（構造不定）や環境分配モデル適用外物質に分類された化学物27 
質について、暴露評価Ⅱでは物質の性状を確認し個別に評価方法を検討するのは、排出源28 
ごとの暴露シナリオの場合と同様である（Ⅴ章の環境分配モデル適用外物質の暴露評価Ⅱ29 
に関する記載を参照）。 30 

 31 

                                                   
1 具体的には ADMER（正式名称：産総研－曝露・リスク評価大気拡散モデル（AIST-AD

MER））などを使うことを想定している。暴露評価Ⅰでは ADMER に搭載されている指

標のデータと排出量の割り振り機能を利用してメッシュ単位の割り振り係数を導出し、環

境中濃度の推計には排出源ごとの暴露シナリオの数理モデルを使っていた。暴露評価Ⅱで

は直接 ADMER を使い大気中濃度を推計することも必要に応じて検討する。 
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VI.3.3 大気系の非点源シナリオの暴露評価Ⅲ 1 

評価Ⅱで大気系の非点源シナリオでリスク懸念があれば、評価Ⅲでは必要に応じて、該2 
当する用途について化審法第 42条に基づいた取扱いの状況に関する情報を取扱事業者から3 
集めることになる。得られた情報をもとに物質ごとに割り振り指標を再度検討し、より妥4 
当だと考えられる情報があればそれを用いてメッシュへの割り振りを行う。また、より詳5 
細な用途に関する情報が取扱事業者から得られた場合、大気系の非点源シナリオを適用す6 
ることが望ましいと考えられる用途があれば、その用途について大気系の非点源シナリオ7 
の暴露評価Ⅲを行う。 8 
 9 

VI.3.4 リスク評価（二次）における大気系の非点源シナリオの暴露評価 10 

この段階では、新たに得られた長期毒性情報を用いて、暴露要件該当性の確認を行うた11 
めの再評価を行う。 12 
リスク評価（二次）の有害性評価については、化審法第 10 条第２項の有害性調査指示に13 

基づき事業者から報告された長期毒性に係る有害性情報を用いて有害性評価値を導出する14 
こととし、暴露評価については評価Ⅲと同様の方法を基本とするが、新たに情報が得られ15 
た場合には、それらを踏まえて、排出係数の見直しや暴露シナリオの見直しを行うなどの16 
改善、精緻化を図ることにする。 17 

18 
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 1 

VI.4 船底塗料用・漁網用防汚剤シナリオ 2 

VI.4.1  評価Ⅰ  3 

 船底塗料用・漁網用防汚剤シナリオは評価Ⅰでは下記のような扱いとなる。評価Ⅰでは4 
長期使用製品の使用段階での推計排出量の算出方法はⅣ章を参照されたい。 5 
 6 

図表 VI-9 評価Ⅰでの船底塗料用・漁網用防汚剤シナリオ 7 
対応する主

な用途 
対応するﾗｲﾌｻｲｸ

ﾙｽﾃｰｼﾞ 概要 

• 船底塗料用
防汚剤 

• 漁網用防汚
剤 

長期使用製品
の使用段階 

船底塗料用防汚剤や漁網用防汚剤は、長期使用製品の使用段
階において海域へ排出されることから別シナリオで扱う。評
価Ⅰでは該当用途の長期使用製品の使用段階の推計排出量で
順位付けを行う。 

  8 

VI.4.2 評価Ⅱ 9 

 船底塗料用・漁網用防汚剤シナリオは評価Ⅱでは下記のような扱いとなる。海域中濃度10 
の推計には OECD の ESD でも船底塗料用防汚剤の環境中濃度推計として推奨されている11 
数理モデル MAMPEC を用いる。 12 

（記載を追加予定） 13 
 14 

図表 VI-10 評価Ⅱでの船底塗料用・漁網用防汚剤シナリオ 15 

主に対応 
する用途 

主に対応するラ
イフサイクルス

テージ 
概要 

• 船底塗料用
防汚剤 

• 漁網用防汚
剤 

長期使用製品
の使用段階 

船底塗料用、漁網用の防汚剤が船底塗膜や漁網から海域に排
出されることを想定し、評価Ⅱでは該当用途の全国出荷数量
から代表的な日本の使用場所（海域）における排出量を算出
し、海域中濃度を推計する。 

 16 

VI.5 地下水汚染の可能性シナリオ 17 

 評価Ⅱでは、用途や物質の性質が特定の分類に当てはまる場合に限り、土壌へ優先評価18 
化学物質（人健康）が排出される場合を仮定し、モデル推計により地下水への移行し易さ19 
について検討する。 20 

（記載を追加予定） 21 
22 
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 1 

VI.6 付属資料 2 

VI.6.1 はじめに 3 

この付属資料では、「用途等に応じた暴露シナリオ」における暴露評価で環境中濃度や人4 
摂取量を推計するために使用する数理モデルに関して、具体的な数式やパラメータ一式、5 
それらの数式やパラメータを選択した経緯等を収載する。 6 

本編（VI.5 までのこと）には数理モデルの概要をなるべく数式を使わない形で記載して7 
いたが、この付属資料では数式を用いて数理モデルを正確な形で記載している。 8 

必要に応じて本編と同じ説明を繰り返している箇所もあるが、全ての内容を再度説明し9 
ているわけではない。読者が本編の該当箇所に目を通していることを前提にして記載して10 
いる点に留意されたい。 11 
 12 

VI.6.2 水系の非点源シナリオ 13 

VI.6.2.1  水域濃度・魚介類中濃度・底質中濃度の推計 14 

本編のVI.2 に対応しており、水系の非点源シナリオにおいて、2 つの区分（河川水と海15 
水）の水域中濃度を全国一律に原単位ベースで推計する方法について、具体的な数式やパ16 
ラメータを示す。なお、評価Ⅱ以降ではメッシュ単位で全国の河川水中濃度を推計するモ17 
デル（産総研－水系暴露解析モデル（AIST-SHANEL) ）等を必要に応じて用いるが、そち18 
らの詳細は関連文献等1を参照されたい。 19 

 20 
・ 河川水中濃度 21 
・ 海水中濃度 22 
・ 魚介類（淡水域）中濃度 23 
・ 魚介類（海水域）中濃度 24 
・ 底質中濃度 25 

  26 
これらの濃度を推計するために、以下の数値が入力値となる。 27 

 28 
・ 水域への排出量       （排出量推計（Ⅳ章）により全国排出量を推計） 29 
・ 化学物質の物理化学的性状  （有機炭素補正土壌吸着係数、（場合によってはlogPow、30 

                                                   
1 石川百合子, 東海明宏 (2006) 「河川流域における化学物質リスク評価のための産総研-
水系暴露解析モデルの開発」水環境学会誌, 29(12), 797-807. 

 産業技術総合研究所安全科学研究部門 AIST-SHANEL のホームページ 
(http://www.aist-riss.jp/projects/AIST-SHANEL/index.html) 
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ヘンリー係数も必要）1） 1 
・ 魚類への生物濃縮係数     （評価の準備（Ⅰ章）で収集するデータ） 2 
 3 

(1) 河川水中濃度（人の健康に係る評価） 4 

以下に、人の健康に係る評価で用いる家庭等での使用段階からの排出による河川水中濃5 
度の推計式を示す。評価Ⅰでは下水処理場を経由して河川へ排出されるシナリオを考える。6 
下水処理場からの排出先は河川を想定し、この河川での希釈についてはデフォルト値を設7 
定する。式 VI-8 によって溶存態と懸濁粒子への吸着態の分配を考慮し、飲料水濃度と魚へ8 
の濃縮の計算には溶存態濃度を用いる。 9 
 
 

[ ] mandomesttotalyear

totaldomest
mandomestriver DILUTION

STR
LmVLND

mgkgTEMW
C

_
3

6
_

__
1)1(

1000
][10

×−×
→×××

→×
=  

式 
VI-6 

sea

mandomestriver
mandomestsea DILUTION

C
C __

__ =  式 
VI-7 

 10 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Criver_domest_man 家庭等からの排出による

河川水中濃度（人評価用） 
[mg/L]  E-FAST2, 

3.2.2.3 式 3-21 
Csea_domest_man 家庭等からの排出による

海域濃度（人評価用） 
[mg/L]   

TEMWdomest_total 家庭等からの全国排出量 [kg/year]  VI.2.1.3  

Dyear 年間日数 [day/year] 365  

Ntotal 国内総人口 [人] 127,770,000 総務省統計局3 

DILUTIONdomest_man 下水処理水の希釈率（人評

価用） 

― 10※1 報告書4、VI.6.2.3  

VL 生活排水量 [m3/人/day] 0.3 日本下水道協会5 

STR 下水処理場での除去率 ― 0 又は 0.67、又

は個別の値※2 
VI.2.1.3  

DILUTIONsea 海域希釈率 ― 10 小谷ら6 

                                                   
1 評価Ⅱで SimpleTreat を用いて下水処理場での除去率を推計する場合 
2 US. EPA (2007) Exposure and Fate Assessment Screening Tool (E-FAST) Version 2.0 

Documentation Manual. 
(http://www.epa.gov/opptintr/exposure/pubs/efast2man.pdf) 

3 総務省統計局 (2007) 平成 18 年 10 月 1 日現在総人口. 
(http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001010879) 

4 製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター (2007) 平成 18 年度化学物質の暴露評価

に資する河川等の希釈率等に関連する調査報告書. 
5 日本下水道協会 (1999) 流域別下水道整備総合計画調査「指針と解説」, 建設省監修 
6 小谷憲雄, 平井祐介, 常見知広, 高久正昭, 松崎寿, 飛松潤, 佐渡友秀夫, 横山泰一 
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※1  評価Ⅱで下水処理場を経由しないシナリオで評価する場合は、未処理水の希釈率の値を用いる1 
（(2)VI.6.2.3 (2)）。  2 

※2 評価Ⅰでは良分解性の物質では 0.67、難分解性又は分解性が不明の物質では 0 とする。評価Ⅱで3 
は、実測値又は下水処理場モデルSimpleTreat1等での推計値が得られれば、それを用いる。また、4 
評価Ⅱで下水処理場を経由しないシナリオで評価する場合は 0 とする。 5 

 6 
 )1(_____ waterbodymandomestwaterbodywwmandomestwaterbody fwpCC −×=  式 VI-8 
 7 
記号※1 説明※2 単位 値 出典・参照先 

Cwaterbody_domest_man_ww 家庭等からの排出による水域

の溶存態濃度（人評価用）※3 
[mg/L]   

Cwaterbody_domest_man 家庭等からの排出による水域

濃度（人評価用） 
[mg/L]  式 VI-6 

fwpwaterbody 懸濁粒子への吸着率（水域） ―  Ⅴ.7.3.5(1) 
※1 waterbody：river もしくは sea 8 
※2 水域：河川もしくは海域 9 
※3 化学物質の水溶解度を超えた場合は水溶解度を用いる。 10 

 11 
 wwmandomestriverdwaterdomest CC ____ =  式 VI-9 
 12 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Cdomest_dwater 家庭等からの排出による飲料水濃度 [mg/L]   

Criver_domest_man_ww 家庭等からの排出による河川水中の

溶存態濃度（人評価用） 
[mg/L]  式 VI-8 

 13 
(2) 魚介類中濃度 14 

水域へ排出された化学物質が河川に生息する魚へ濃縮する場合と、海域に生息する魚へ15 
濃縮する場合のシナリオを想定し、排出源ごとの暴露シナリオと同様の式を用いて魚介類16 
中濃度の推計を行う。 17 

 18 

 BMFBCFCC wwmandomestriverfreshfishdomest ××= _____  式 VI-10 

 BMFBCFCC wwmandomestseaseafishdomest ××= _____  式 VI-11 

 19 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Cdomest_fish_fresh 家庭等からの排出による

魚介類中濃度（淡水域） 
[mg/kg]  REACH-TGD  Chapter 

R.16.6.7.2.式(R.16-70) 

                                                                                                                                                     
(2006) 「化学物質の初期リスク評価手法の開発（１）－PRTR データを活用した暴露評

価手法の開発―,」 環境化学, 16(1), 1-17. 
1 RIVM (1996) SimpleTreat 3.0: a model to predict the distribution and elimination of 

chemicals by sewage treatment plants. 
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記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Criver_ domest _man_ww 家庭等からの排出による

河川水中の溶存態濃度

（人評価用） 

[mg/L]  式 VI-8 

Csea_ domest _man_ww 家庭等からの排出による

海域の溶存態濃度（人評

価用） 

[mg/L]  式 VI-8 

BCF 生物濃縮係数 [L/kg]  化学物質情報 

BMF 生物蓄積係数 [―]  Ⅴ.7.3.5(2) 

C domest_fish_sea 家庭等からの排出による

魚介類中濃度（海水域） 
[mg/kg]   

 1 
(3) 生活環境動植物に対する暴露評価 2 

生活環境動植物に対する暴露評価では、水生生物及び底生生物を評価対象として、排出3 
源近傍の水域（河川または海域）における化学物質濃度を推計して評価を行う。 4 
 5 
① 水生生物の暴露濃度推計 6 

以下に水生生物の評価で用いる家庭等での使用段階からの排出による河川水中濃度の推7 
計式を示す。下水処理場での除去率の扱いは人の健康に係る評価と同様である。人の健康8 
に係る評価との相違点は下水処理水の希釈率の値である。 9 
 10 
 

[ ] envdomesttotalyear

totaldomest
envdomestriver DILUTION

STR
LmVLND

mgkgTEMW
C

_
3

6
_

__
1)1(

1000
][10

×−×
→×××

→×
=  

式 
VI-12 

 11 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Criver_domest_env 家庭等からの排出による河

川水中濃度（生態評価用） 
[mg/L]  E-FAST1, 

3.2.2.3 式 3-21 
TEMWdomest_total 家庭等からの全国排出量 [kg/year]  VI.2.1.3  

Dyear 年間日数 [day/year] 365  

Ntatal 国内総人口 [人] 127,770,000 総務省統計局2 

DILUTIONdomest_env 下水処理水の希釈率（生態

評価用） 

― 7※1 報告書3 

                                                   
1 US. EPA (2007) Exposure and Fate Assessment Screening Tool (E-FAST) Version 2.0 

Documentation Manual. 
(http://www.epa.gov/opptintr/exposure/pubs/efast2man.pdf) 

2 総務省統計局 (2007) 平成 18 年 10 月 1 日現在総人口. 
(http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001010879) 

3 製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター (2007) 平成 18 年度 化学物質の暴露評

価に資する河川等の希釈率等に関連する調査 報告書. 
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記号 説明 単位 値 出典・参照先 

VL 生活排水量 [m3/人/day] 0.3 日本下水道協会1 

STR 下水処理場での除去率 ― 0 又は 0.67、又

は個別の値※2 
VI.2.1.3  

※1 評価Ⅱで下水処理場を経由しないシナリオで評価する場合は、未処理水の希釈率の値を用いる1 
（VI.6.2.3 (2)）。 2 

※2 評価Ⅰでは良分解性の物質で 0.67、難分解性又は分解性が不明の物質で 0 とする。評価Ⅱでは、3 
実測値又は下水処理場モデルSimpleTreat2等での推計値が得られれば、それを用いる。また、評価4 
Ⅱで下水処理場を経由しないシナリオで評価する場合は 0 とする。 5 

 6 
 )1(_____ riverenvdomestriverwwenvdomestriver fwpCC −×=  式 VI-13 
 7 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Criver_domest_env_ww 家庭等からの排出による河川水

中の溶存態濃度（生態評価用） 
[mg/L]   

Criver_domest_env 家庭等からの排出による河川水

中濃度（生態評価用） 
[mg/L]  式 VI-12 

fwpriver 懸濁粒子への吸着率（河川） ―  Ⅴ.7.3.5(1) 

 8 
② 底生生物の暴露濃度推計 9 

底生生物への影響については評価Ⅱ以降で考慮する。logPow が 3 以上の物質は底質に残10 
留しやすいと判定し、評価Ⅱ以降で底生生物の評価を行うこととする。排出源ごとの暴露11 
シナリオと同様の式を用いて河川の底質中濃度を推計する。 12 

 13 
底質中濃度（湿潤重量当たり）は以下の式で推計される。 14 

 1000_____ ××= −
wwenvdomestriver

susp

watersusp
wetseddomest C

RHO
K

C  式 VI-14 

 15 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Cdomest_sed_wet 家庭等からの排出による底質中濃

度（湿潤重量当たり） 
[mg/kg]  REACH-TGD Chapter 

R.16.6.6.3.式(R.16-35)  
Ksusp-water 懸濁物質-水分配係数 ―  式 VI-15 

RHOsusp 懸濁物質のバルク密度 [kg/m3] 1150 REACH-TGD Chapter 
R.16.6.4. 式 (R.16-16) で
計算した値 

Criver_domest_env_ww 家庭等からの排出による河川水中

の溶存態濃度（生態評価用） 
[mg/L]  式 VI-13 

 16 

 solid
susp

suspsuspwatersusp RHO
KocFOC

FsolidFwaterK ×
×

×+=− 1000
 式 VI-15 

 17 
                                                   
1 日本下水道協会 (1999) 流域別下水道整備総合計画調査「指針と解説」, 建設省監修. 
2 RIVM (1996) SimpleTreat 3.0: a model to predict the distribution and elimination of 

chemicals by sewage treatment plants. 
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記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Ksusp-water 懸濁物質-水分配係数 ―  REACH-TGD Chapter 
R.16.5.3.3.式(R.16-7) 

Fwater susp 懸濁物質中の水の容積比率 ― 0.9 REACH-TGD Chapter 
R.16.6.4. Table R.16-9 

Fsolid susp 懸濁物質中の懸濁粒子の容積比率 ― 0.1 REACH-TGD Chapter 
R.16.6.4. Table R.16-9 

FOCsusp 懸濁物質中の懸濁粒子に対する有

機炭素比率 

― 0.1 REACH-TGD Chapter 
R.16.6.4. Table R.16-9 

Koc 有機炭素補正土壌吸着係数 [L/kg]  化学物質情報 

RHOsolid 懸濁粒子の密度 [kg/m3] 2500 REACH-TGD Chapter 
R.16.6.4. Table R.16-9 

 1 
 PNECsedが乾燥重量当たりの濃度で表されるため（Ⅴ章参照）、底質中濃度も乾燥重量当2 
たりの濃度に換算し、これを実際の評価（PNECsedとの比較）に用いる。 3 
 4 
 suspwetseddomestdryseddomest convCC ×= ____  式 VI-16 
 5 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Cdomest_sed_dry 家庭等からの排出による底質中濃

度（乾燥重量当たり） 
[mg/kg]  EUSES III.4.1.2.を参考 

Cdomest_sed_wet 家庭等からの排出による底質中濃

度（湿潤重量当たり） 
[mg/kg]  式 VI-14 

convsusp 懸濁物質中の濃度の換算係数(湿
潤重量→乾燥重量) 

―  式 VI-17 

 6 

 
solidsusp

susp
susp RHOFsolid

RHO
conv

×
=  式 VI-17 

 7 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

convsusp 懸濁物質中の濃度の換算係数

(湿潤重量→乾燥重量) 
―  EUSES III.4.1.2.式(622) 

RHOsusp 懸濁物質のバルク密度 [kg/m3] 1150 REACH-TGD Chapter 
R.16.6.4.式 (R.16-16)で計算

した値 
Fsolid susp 懸濁物質中の懸濁粒子の容積

比率 
― 0.1 REACH-TGD Chapter 

R.16.6.4. Table R.16-9 
RHOsolid 懸濁粒子の密度 [kg/m3] 2500 REACH-TGD Chapter 

R.16.6.4. Table R.16-9 
 8 

VI.6.2.2  人の暴露量の推計 9 

人の暴露量の推計では、Ⅴ章の人の摂取量推計と同じ式を用いて、飲料水（式 VI-9）、10 
淡水魚（式 VI-10）、海産魚（式 VI-11）のみから摂取すると仮定する。人の体重や媒体別11 
摂取量は、Ⅴ章の暴露量の推計に用いる食品摂取量等に関する記載と同じ値を用いる。 12 
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 1 

VI.6.2.3  水系の非点源シナリオにおける推計式等の経緯 2 

(1) 下水処理水の希釈率 3 

下水処理水の希釈率（式 VI-6 のDILUTIONdomest_man又は式 VI-12 のDILUTIONdomest_env）4 
の設定方法について、以下では利用した報告書1を基に説明する。 5 
 6 

① 人健康評価 7 
人健康評価に用いる下水処理水の希釈率（＝下水処理場から最も近い流量測定地点の平8 

水流量／晴天時の日平均下水放流水量）は、下水処理場からの放流水が河川で何倍に希釈9 
されるかという倍率であり、本スキームでは河川の流量としては平水流量を用いている。10 
報告書では、下水処理場から最も近い地点の定義については、下水処理場の位置と流量測11 
定地点の距離が緯度経度±2 分以内、緯度経度±1 分以内、2km 以内、5km 以内、10km12 
以内、15km 以内の 6 つの場合が検討されており、暴露評価において過小評価しないように、13 
希釈率として 5%ile、10%ile に着目したとき、小さい希釈率となった緯度経度±2 分以内の14 
データが提案されている（図表 VI-11 参照）。本スキームにおける人健康評価に用いる下水15 
処理水の希釈率『10』は、5%ile『10.8』の少数第一位を切り捨てた値である（図表 VI-1116 
参照）。 17 

18 

                                                   
1 製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター (2007) 平成 18 年度 化学物質の暴露評

価に資する河川等の希釈率等に関連する調査 報告書 
(http://www.safe.nite.go.jp/risk/pdf/h18fy_kasen_kisyakuritsu.pdf) 
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 1 
図表 VI-11 下水道業における希釈率のパーセンタイル値：流量年表の河川流量 2 

（平水流量ベース）の統計値 3 
ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ 緯度経度 

±2 分以内 
緯度経度 
±1 分以内 

2km 以内 5km 以内 10km 以内 15km 以内 

0%  1.3   2.3   2.3   1.3   1.3   1.3  
1%  2.3   2.4   2.4   2.3   2.4   2.9  
2%  3.4   2.6   2.6   7.4   7.3   7.4  
3%  8.6   6.0   6.0   9.3   8.8   9.6  
4%  9.4   9.2   9.2   11.3   12.1   12.1  
5%  10.8   10.8   10.8   12.5   16.1   14.9  
6%  12.1   12.6   12.6   19.6   19.1   18.8  
7%  16.0   16.1   16.1   24.7   23.2   21.0  
8%  19.8   20.1   20.1   25.8   25.7   25.9  
9%  23.9   26.9   26.9   27.7   27.8   31.5  
10%  25.6   32.5   32.5   32.4   33.6   34.6  
11%  26.0   33.7   33.7   34.0   38.1   40.5  
12%  32.0   35.4   35.4   41.3   42.9   43.6  
13%  34.8   39.2   39.2   49.9   47.3   51.3  
14%  43.8   45.6   45.6   56.8   52.8   57.1  
15%  59.9   58.8   58.8   67.1   58.5   67.6  
20%  77.7   82.6   101.8   82.0   99.6   102.5  
25%  111.0   106.6   118.5   113.5   144.9   167.2  
30%  149.1   154.3   190.9   157.7   212.4   248.4  
35%  245.3   253.0   266.8   228.3   288.2   321.9  
40%  300.9   304.2   339.3   306.1   438.7   536.7  
45%  460.0   395.7   412.2   462.1   661.2   799.2  
50%  684.9   474.4   578.0   693.3   831.5   1,042.3  
55%  832.5   688.3   766.8   892.8   1,101.6   1,308.6  
60%  1,011.6   836.1   904.3   1,197.9   1,502.9   1,763.3  
65%  1,365.3   953.5   988.8   1,627.2   1,978.1   2,634.9  
70%  1,941.5   1,170.6   1,482.7   2,425.8   3,227.5   3,642.8  
75%  3,480.1   1,590.4   2,238.1   4,385.7   4,564.1   4,928.3  
80%  5,037.6   3,406.5   4,533.5   5,342.0   5,951.2   6,518.6  
85%  7,296.0   5,004.0   5,482.1   7,763.7   8,133.8   8,224.8  
90%  10,749.1   7,625.0   7,917.6   13,455.4   18,768.1   15,207.0  
95%  31,500.8   46,633.3   48,683.5   35,330.3   32,300.5   31,649.9  
100%  189,977.1   189,977.1   189,977.1   221,582.8   221,582.8   366,756.3  

データ数 109 52 52 142 253 332 
 4 
② 生態評価 5 

本スキームでは、生態評価に用いる下水処理水の希釈率の計算には、低水流量を用いて6 
おり、人評価用の『10』とは異なり『7』とする。この希釈率は、全国の下水処理場の位置7 
と流量測定地点のデータの中で、両地点の距離が緯度経度で 2 分以内にあった下水処理場8 
の排出量と排水先河川流量を解析した結果を用いて得られた低水流量における希釈率の9 
5%ile『7.2』の少数第一位を切り捨てた値である（図表 VI-12 参照）。 10 

11 
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 1 
図表 VI-12 下水道業における希釈率のパーセンタイル値 2 

流量年表の河川流量（低水流量ベース）の統計値 3 

ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ 緯度経度 
±2 分以内 

緯度経度 
±1 分以内 2km 以内 5km 以内 10km 以内 15km 以内 

0%  0.6   1.9   1.9   0.6   0.6   0.6  
1%  1.9   1.9   1.9   1.9   1.9   2.3  
2%  2.2   1.9   1.9   3.8   3.5   4.8  
3%  4.5   3.1   3.1   5.6   5.2   6.1  
4%  5.7   4.5   4.5   7.7   8.6   10.0  
5%  7.2   7.7   7.7   10.7   11.0   11.3  
6%  9.5   10.8   10.8   13.4   13.1   12.9  
7%  12.0   12.4   12.4   15.6   14.4   13.9  
8%  13.5   14.3   14.3   17.3   17.2   17.4  
9%  15.3   17.9   17.9   18.9   19.2   20.5  
10%  17.4   21.5   21.5   20.9   22.6   24.9  
11%  19.2   25.0   25.0   25.0   26.8   27.4  
12%  20.7   28.0   28.0   29.4   28.4   29.1  
13%  27.9   28.9   28.9   31.9   31.6   34.0  
14%  30.3   32.5   32.5   35.9   35.9   37.1  
15%  37.0   43.3   43.3   41.9   38.2   42.4  
20%  52.5   54.1   58.4   53.2   57.0   68.5  
25%  79.9   66.7   81.2   81.3   99.9   107.6  
30%  104.8   102.7   139.9   104.8   145.3   156.8  
35%  154.4   158.4   179.4   152.1   187.9   212.7  
40%  189.1   191.9   205.5   202.0   291.0   383.5  
45%  286.8   224.6   271.5   307.6   462.4   524.6  
50%  462.2   311.9   385.8   470.5   533.6   695.9  
55%  526.0   458.9   463.0   540.4   719.3   859.9  
60%  670.7   506.3   526.4   794.7   932.4   1,169.6  
65%  920.4   545.7   631.2   1,150.9   1,323.0   1,500.7  
70%  1,314.0   839.3   1,153.0   1,395.1   2,097.7   2,335.3  
75%  2,392.7   1,278.0   1,452.8   2,857.6   3,083.4   3,318.2  
80%  3,443.7   2,286.9   2,829.2   3,669.0   3,936.2   4,210.0  
85%  4,633.9   3,439.0   3,647.7   5,191.2   6,037.1   5,980.1  
90%  7,631.8   4,245.0   5,871.3   9,445.3   12,912.4   11,014.7  
95%  23,113.3   32,952.1   33,536.3   24,551.4   23,530.1   22,770.4  
100%  146,993.1   146,993.1   146,993.1   146,993.1   146,993.1   254,261.2  

データ数 109 52 52 142 253 332 
 4 

(2) 未処理水と下水処理水の比較検討 5 

本編の VI.2.1.8 でも説明したように、下水処理場を経由するシナリオと下水道処理場を6 
経由しないシナリオのどちらの河川中濃度が高く推定されるかを把握するため、具体的な7 
希釈率の値を求めて比較した。以下ではその内容を具体的に説明する。 8 
下水処理水の希釈率には、流量年表の河川流量や下水道統計の下水処理量を基に算出さ9 
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れた値を用い1、未処理水の希釈率には、河川水中濃度を推計する数理モデルを用いて算出1 
された値を用いた2。下水処理水の希釈率はVI.6.2.3 で前述したように人健康評価用で2 
『10』（平水時の 5%ile値）、生態評価用で『７』（低水時の 5%ile値）である。一方、未3 
処理水の希釈率は図表 VI-13に示す値である。なお、未処理水の希釈率推計に用いた4 
AIST-SHANELは河川水中濃度の月平均値を推計するモデルであり、平水時、低水時とい5 
う区別はできないため、AIST-SHANELを用いた検討では月平均値の年間最小値を渇水時6 
相当と見なしている。これによると未処理水の希釈率は、渇水時相当の 5%ile値で『96』3で7 
ある。 8 

 9 
図表 VI-13 未処理水の希釈率4 10 

パーセンタイル 昇順順位 希釈倍率 

0.05 8282 9.60×10  

0.10 16565 1.20×103 

0.25 41414 9.20×104 

 11 
また、下水処理場での除去率は、評価Ⅰではスクリーニング評価と同じく、対象物質の12 

分解性が「難分解性」または分解性不明の場合はデフォルトでは『0』とし、「良分解性」13 
の場合は『0.67』として扱う。 14 

                                                   
1 製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター (2007) 平成 18 年度 化学物質の暴露評

価に資する河川等の希釈率等に関連する調査 報告書 
(http://www.safe.nite.go.jp/risk/pdf/h18fy_kasen_kisyakuritsu.pdf) 

2 産業技術総合研究所 安全科学研究部門,株式会社 日水コン (2012) 産総研－水系暴露

解析モデル(AIST-SHANEL)を用いた河川流量および未処理水と放流水の河川希釈率に

関する検討.（以下「AIST—SHANEL を用いた検討」という） 
(http://www.aist-riss.jp/projects/AIST-SHANEL/paper/120528_kentou.pdf) 

3 正確には希釈率の定義が AIST-SHANEL のものと、本シナリオのものとでは異なる。 
AIST-SHANEL では下水道を経由しない地先排水に対する希釈率 D を求めている。 

( )321 qqq
QD
++

= ， 12 35.0 qq ×=  

ここに、q1：生活排水量、q2：都市活動排水量(生活排水量の 35%を設定)、q3：工業排水

量、Q：河川流量、D：希釈率である。 
一方、本シナリオでは「仮想的な下水処理場に起因する化学物質に暴露する集団は、製造・

調合・工業的使用段階の仮想的排出源とは近接せず、これらに起因する暴露はないとする」

という仮定（本編 VI.2.1.2 参照）があるため、都市活動排水量と工業排水量を加味しな

い希釈率 D**を求めている。 

 
( )

1

32**

q
qqQD −−

=  

D**>D であることが示されている（AIST-SHANEL を用いた検討の「Appendix  
AIST-SHANEL による希釈率と各種定義による希釈率との比較」参照）ので、

AIST-SHANEL で求めた希釈率 D の方が小さく、安全側の値であると言える。 
4 AIST-SHANEL を用いた検討の「3.2 渇水時相当を対象にした場合の生活排水の河川水

希釈率」より作成。全 165,657 個のデータから求めた各パーセンタイルの希釈率。 
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河川水中濃度を求める推計式を次に再掲する。上式が人健康評価用、下式が生態評価用1 
である。 2 
 

[ ] mandomesttotalyear

totaldomest
mandomestriver DILUTION

STR
LmVLND

mgkgTEMW
C

_
3

6
_

__
1)1(

1000
][10

×−×
→×××

→×
=   

式 VI-6（再掲） 3 
 

[ ] envdomesttotalyear

totaldomest
envdomestriver DILUTION

STR
LmVLND

mgkgTEMW
C

_
3

6
_

__
1)1(

1000
][10

×−×
→×××

→×
=   

式 VI-12（再掲） 4 
 5 

河川水中濃度は「
mandomestDILUTION

STR
_

1)1( ×− 」または「
envdomestDILUTION

STR
_

1)1( ×− 」6 

に比例することがわかる（STRは下水処理場での除去率、DILUTIONは希釈率）。そこで前7 
述した数値をこの部分に代入して比較する。 8 
 9 

(ア) 下水処理場を経由する場合 10 
 難解性物質または分解性不明物質（STR＝0） 11 

人健康  (1-0)/10＝0.1 12 
生態  （1-0)/7≒0.14 13 

 良分解性物質（STR＝0.67） 14 
人健康(1-0.67)/10＝0.033 15 
生態 (1-0.67)/7≒0.047 16 

(イ) 下水処理場を経由しない場合（STR＝0） 17 
(1-0)/96≒0.0104 18 

となり、いずれの場合でも(ア)＞(イ)である。 19 
なお、(イ)は渇水時相当の値であるが、平水時や低水時はこれよりも更に値が小さくな20 

ると考えられる（未処理水の希釈率＝河川流量/家庭等からの排出水量であり、河川流量が21 
大きいほど未処理水の希釈率が大きくなり、(イ)の値は小さくなる）。 22 

以上より(ア)の下水処理場を経由する場合の方が計算上は河川水中濃度が高くなると言23 
える。したがって評価Ⅰはより安全側となる下水処理場を経由するシナリオで評価を行う24 
ものとする。 25 
しかし、評価Ⅱにおいて良分解性物質に用いる下水処理場での除去率が実測値や推計値26 

を用いて 0.67 より大きい値になれば、良分解性物質に関しては(ア)と(イ)の大小関係が逆27 
転する可能性があり、下水処理場を経由しない場合の河川水中濃度が高く推計される可能28 
性があるため、評価Ⅰのように下水処理場を経由して河川へ排出されるシナリオのみで暴29 
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露評価を行うわけにはいかない。よって、評価Ⅱ以降では下水処理場経由と経由しない場1 
合の両方を考慮した暴露シナリオも考慮することにする。 2 

 3 

VI.6.3 大気系の非点源シナリオ 4 

VI.6.3.1  環境中濃度の推計 5 

本編のVI.3 に対応しており、大気系の非点源シナリオにおいて、評価Ⅰにおける排出量6 
の割り振り方法を中心に数式やパラメータを示す。なお、評価Ⅱ以降ではメッシュ単位で7 
全国の大気中濃度を推計するモデル（産総研－曝露・リスク評価大気拡散モデル8 
（AIST-ADMER) ）等を必要に応じて用いるが、そちらの詳細は関連文献等1を参照された9 
い。大気系の非点源シナリオでは以下の濃度等を推計する。 10 
 11 
・ 大気中濃度 12 
・ 大気から土壌への沈着量 13 
・ 土壌中濃度 14 
・ 土壌間隙水中濃度 15 
・ 地下部農作物中濃度 16 
・ 地上部農作物中濃度（Exposed） 17 
・ 地上部農作物中濃度（Protected） 18 
・ 牛肉中濃度 19 
・ 乳製品中濃度 20 

 21 
これらの濃度を推計するために、以下の数値が入力値となる。 22 

 23 
・ 大気への排出量 （排出量推計（Ⅳ章）により全国排出量を推計） 24 
・ 化学物質の物理化学的性状 （分子量、融点、蒸気圧、ヘンリー係数、有機炭25 

素補正土壌吸着係数、logPow） 26 
 27 
(1) 評価Ⅰでの排出量の割り振り 28 

評価Ⅰでの大気系の非点源シナリオでは、家庭用・業務用での使用段階の大気への全国29 
排出量を人口または交通量に比例するように 5km メッシュ単位に割り振りした排出量を用30 
いる。具体的には、式 VI-18 を用いてメッシュ単位の排出量を求める。式 VI-18 のメッシ31 
ュへの割り振り係数は全国のメッシュごとに異なる値をとるため、評価Ⅰでは、メッシュ32 
への割り振り係数を大きい順に並べ替えて、パーセンタイル値が 100%ile（排出量が最大と33 
なるメッシュ）、95%ile、50%ile、5%ile となる図表 VI-14 の４通りの値を代表値とする。34 
                                                   
1 産業技術総合研究所安全科学研究部門 ADMER のホームぺージ 

(http://www.aist-riss.jp/software/admer/ja/index_ja.html) 
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この値の導出については VI.6.3.3 を参照。 1 
 2 
 meshairtotalair REmissionEmission ×= −  式 VI-18 
 3 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

Emissionair メッシュ単位の大気への排出量 ※ [kg/year]   

Emissiontotal-ai

r 

大気への全国排出量 ※ [kg/year]  Ⅳ章 

Rmesh メッシュへの割り振り係数 ― 図表 VI-14 ADMERver.2.5.0 内蔵

の指標データから算出 
※家庭用・業務用等の使用段階での大気への排出量が対象。 4 
 5 
メッシュへの割り振り係数Rmeshは割り振り指標（人口又は交通量）やパーセンタイルに6 

よって異なり、評価Ⅰでは以下の値を使う。 7 
 8 

図表 VI-14 メッシュへの割り振り係数Rmesh 9 
パーセン
タイル 

人口 
[無次元] 

交通量 
[無次元] 

100 3.89×10-3 3.48×10-3 
95 3.24×10-4 3.02×10-4 
50 8.28×10-6 1.48×10-5 
5 1.17×10-7 1.65×10-7 

 10 
(2) 評価Ⅰでの環境中濃度の推計 11 

上記で求めた排出量を用いて大気中濃度を以下のように求める。これはⅤ章の大気中濃12 
度の式に対応するものである。評価Ⅰでは簡易に評価できるように排出源ごとの暴露シナ13 
リオ同様の数理モデルを用いることにする。この際、なるべく安全側の評価となるよう、14 
評価エリア半径は最小設定値である 1km と設定している。 15 

 16 
 ( ) '5.10 QaC ×=  式 VI-19 

 
310' −×= airEmissionQ  式 VI-20 

 17 
記号 説明 単位 値 出典・参照先 

C0(1.5) 大気中濃度（沈着による減少を考慮

する前） 

[mg/m3]   

Ｑ’ 排出量（t/year） [t/year]   

Emissionair メッシュ単位の大気への排出量 [kg/year]  式 VI-18 

a 大気中濃度換算係数 [mg/m3/(t/year)] 1.8×10-4 ※  
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※ 評価エリア半径が 1km の時の値。 1 
 2 
ここから先の環境中濃度の推計でも排出源ごとの暴露シナリオと同じ数理モデルを用い、3 

推計式の大気への排出量の部分にメッシュ単位の大気への排出量Emissionairを入力して計4 
算を行う。具体的な推計式はⅤ章の環境中濃度推計に用いる数理モデルを参照。 5 

 6 

VI.6.3.2  人の暴露量の推計 7 

人の暴露量推計では、Ⅴ章の人の摂取量推計と同じ式を用いて、大気を吸入し、農作物、8 
肉類及び乳製品を摂取すると仮定する。人の体重や媒体別摂取量は、Ⅴ章の暴露量の推計9 
に用いる食品摂取量等と同じ値を用いる。 10 
 11 

VI.6.3.3  大気系の非点源シナリオにおける推計式等の経緯 12 

ここでは大気系の非点源シナリオの評価Ⅰで用いる割り振り係数Rmesh（VI.6.3.1 (1)図表 13 
VI-14 に示した値）の導出方法として、利用したADMERver.2.5.0 の機能と指標データ及び14 
Rmeshの計算条件と計算結果を説明する。 15 
まずは、ADMERを利用して、Rmeshの基データとなる日本全国の総排出量が 1[t/year]の16 

時のグリッド（5kmメッシュ）排出量を計算した。利用したADMERの機能、指標データ及17 
び計算条件は以下のとおり。 18 

 19 
 20 
・ グリッド排出量データ作成機能を使用 21 

（ADMER ではグリッドは 5 km×5km の領域となる） 22 
・ 元データの種類には『総排出量』を選択し、総排出量には 1[t/year]を入力 23 
（日本全国の総排出量を 1[t/year]と設定したことになる） 24 

・ 利用する指標データ1は、次の通り。いずれも世界測地系のデータ 25 
人口（平成 17 年度）：夜間人口 26 
交通量（平成 17 年度）：乗用車、D 乗用車、バス、D バス、普通貨物車、D 普通貨27 

                                                   
1 各指標データの元になっている統計情報等は以下のとおり。『 』内は ADMER のホーム

ページの説明からの抜粋である。 
(http://www.aist-riss.jp/software/admer/ja/index_ja.html) 
「ADMER データアップデートについて」より。 
人口：「H17 夜間及び昼間人口のデータソースは、「平成 17 年度国勢調査、平成 18 年

度事業所・企業統計調査等のリンクによる地域メッシュ統計(世界測地系)（総務省

統計局調査、（財）統計情報研究開発センターから販売）」からの、夜間人口と

昼間人口を用いています」 
交通量：「移動発生源推計に用いる交通量データは、自動車輸送統計と道路交通センサス

（国土交通省調査）をベースに 2005 年を基準に独自に作成したものです。幹線道

路と細街路での交通量を対象としています」 
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物車、小型貨物車、D 小型貨物車、二輪車 1 
・ 時間帯ごとの比率はすべて１と設定 2 

（排出量は時間によらず一定と設定したことになる） 3 
 4 
以上の条件で、日本全国の総排出量が 1[t/year]の時のグリッド排出量を計算した。割り5 

振られた全グリッド（人口は 13,904 グリッド、交通量は 14,713 グリッド）の排出量をも6 
とにしたパーセンタイル値は図表 VI-15 のようになった。 7 

 8 
図表 VI-15 グリッド排出量[g/sec]の各パーセンタイル値 9 

（総排出量 1[t/year]に対する値） 10 
パーセン
タイル 

人口 
[g/sec] 

交通量 
[g/sec] 

100 1.23×10-4 1.10×10-4 
95 1.03×10-5 9.59×10-6 
90 4.80×10-6 5.38×10-6 
85 2.75×10-6 3.50×10-6 
80 1.72×10-6 2.43×10-6 
75 1.20×10-6 1.76×10-6 
70 8.47×10-7 1.32×10-6 
65 6.22×10-7 1.01×10-6 
60 4.58×10-7 7.81×10-7 
55 3.46×10-7 6.04×10-7 
50 2.63×10-7 4.71×10-7 
45 1.96×10-7 3.66×10-7 
40 1.47×10-7 2.84×10-7 
35 1.08×10-7 2.21×10-7 
30 7.84×10-8 1.65×10-7 
25 5.39×10-8 1.19×10-7 
20 3.57×10-8 8.11×10-8 
15 2.16×10-8 4.76×10-8 
10 1.12×10-8 2.39×10-8 
5 3.72×10-9 5.24×10-9 
0 2.48×10-10 2.75×10-11 

 11 
図表 VI-15 の数値を単位換算し、総排出量 1[kg/year]に対するグリッド排出量[kg/year]12 

を求めると本シナリオで用いるメッシュへの割り振り係数Rmesh[無次元]（＝[kg/year／(kg/13 
year)]）になる。つまり、図表 VI-16 のグリッド排出量の値をEmeshとすると、式 VI-21 の14 
ように計算できる。 15 

 16 
 Rmesh [無次元]（＝[kg/year／(kg/year)] ） 

＝Emesh [g/sec／(t/year)]×(60×60×24×365)/1000/1000 
式 VI-21 

 17 
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単位換算の結果は図表 VI-16 のとおりであり、評価Ⅰではこのうち 100%ile、95%ile、1 
50%ile、5%ile の値を用いることにする。 2 

 3 
図表 VI-16 メッシュへの割振り係数 R 4 

評価Ⅰでは 100%ile、95%ile、50%ile、5%ile の値を利用 5 
パーセン
タイル 

人口 
[無次元] 

交通量 
[無次元] 

100 3.89×10-3 3.48×10-3 
95 3.24×10-4 3.02×10-4 
90 1.51×10-4 1.70×10-4 
85 8.67×10-5 1.10×10-4 
80 5.43×10-5 7.67×10-5 
75 3.77×10-5 5.56×10-5 
70 2.67×10-5 4.15×10-5 
65 1.96×10-5 3.18×10-5 
60 1.45×10-5 2.46×10-5 
55 1.09×10-5 1.91×10-5 
50 8.28×10-6 1.48×10-5 
45 6.19×10-6 1.15×10-5 
40 4.64×10-6 8.95×10-6 
35 3.42×10-6 6.97×10-6 
30 2.47×10-6 5.19×10-6 
25 1.70×10-6 3.76×10-6 
20 1.13×10-6 2.56×10-6 
15 6.81×10-7 1.50×10-6 
10 3.52×10-7 7.55×10-7 
5 1.17×10-7 1.65×10-7 
0 7.83×10-9 8.66×10-10 

 6 
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